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研究要旨  

 災害時における統括保健師のコンピテンシーの枠組み 4 領域・89 項目を作成し、全国都道府県

及び保健所設置市の本庁、大規模災害が想定されている３県の保健所及び市町村の統括保健師

255 名を対象に、災害時における統括保健師のコンピテンシー（実践能力）、役割・権限、育成方

法について意見調査を行った。137 名（53.7%）より回答を得た。  

統括保健師の災害時のコンピテンシーに関する意見調査では、「とても重要である」「重要であ

る」との回答が多くを占めた。現状における課題として、統括保健師の役割・権限・責任の明文

化と組織内（災害対策本部、保健福祉対策部署内）での共有、統括保健師を支える体制、統括保

健師としての自覚、平時からの統括役割の遂行、状況のイメージ力の形成、平時からの地域及び

住民に関する対象理解、平時からの関係者との連携等が挙げられた。  

以上より、災害時に統括保健師が役割を発揮する上で育成すべきコンピテンシーを明確にする

ための根拠資料、災害時における統括役割の発揮に向けて充足すべき体制としてマニュアルに明

記すべき内容を精査するための資料を得ることができた。  

災害時における統括保健師の役割の明確化、さらに配置、役割・権限といった、役割発揮のた

めの体制づくりが基盤事項として急務であり、それと並行して、災害時における統括保健師のコ

ンピテンシーに基づいた研修のあり方を明確にしていく必要がある。  
 
 
（研究協力者） 
吉富  望 （日本大学危機管理学部 教授） 
井口 紗織（東京工科大学医療保健学部 助教  
高知県健康政策部健康長寿政策課 
愛知県健康福祉部医療福祉計画課 
静岡県健康福祉部健康増進課 
 
Ａ．研究目的 
災害時における自治体の対応機能の中でも、
被災した地域住民の健康支援に一貫して責任
をもつ保健師の役割は重大であり、保健師によ
る支援活動を組織的に推進するには、統括的役
割を担う保健師（以下、統括保健師）が充分に
その役割を発揮することが求められている。 
本調査の目的は、全国の都道府県、保健所設
置市、市町村において、統括保健師を対象に、
災害時における統括保健師のコンピテンシー
（実践能力）、役割・権限、育成方法について
意見調査を行うことである。それにより、統括
保健師の災害時の役割発揮に資するマニュア
ル、研修ガイドライン、研究プログラムを作成
するための基礎資料を得る。 
 なお本研究において、調査対象とする統括保
健師とは、「災害時に所属自治体（組織）にお
いて、派遣保健師の調整等の保健師間の調整を
部署横断的に担う保健師とし、所属自治体から

当該役割について発令を受けているかどうか
は問わない」とする。また、コンピテンシー（実
践能力）とは、「災害時において、統括保健師
として、何を目指すのか、何を大事とするのか、
に関わる態度・価値観・役割認識であり、活動
の計画・実施・評価を推進するために必要な判
断と意思決定に関わる知識・技術・行動を総体
的に表すもの」とする。 
 
Ｂ．研究方法 
１．災害時における統括保健師のコンピテンシ
ーに関する枠組み（4領域・89項目）の作成 
米国の公衆衛生専門職の災害に対するコ
ア・コンピテンシー・モデル（Public Health  
Preparedness and Response: Core Competenc
y Model（CDC＆ASPH,2010)）１）を参考に、本
研究における文献レビュー・ヒアリング調査結
果（分担研究1～3）、学際領域の危機管理支援
人材の育成に関する調査結果（分担研究4～5）
を踏まえ、災害時における統括保健師のコンピ
テンシーとして4領域（リーダーシップ、情報
知識の形成と運用、計画策定と推進、職員の健
康安全管理）・89項目を導出し、本調査におけ
るコンピテンシーの枠組みとした（表１）。
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表１.災害時における統括保健師のコンピテンシーの内容（4 領域・89 項目）  
 
1. リーダーシップに関する項目 
＜非常時の意思決定＞ 

(1) ライフラインの被害状況、被災地の孤立状況、避難住民の状況等から災害対応の長期化を予測することができる 

(2) 活動方針と指示命令系統を明確にすることができる 

(3) 行政機関としての災害支援のための組織的、継続的な活動体制を構築することができる 

(4) 応援要請の判断と迅速な決定ができる 

(5) 優先性の高い事項（順位）の決定、判断ができる 

(6) 専門職の知識・技術・経験の総合性を発揮することができる 

(7) 上層部の指示に基づき、状況（予測・想定含む）に応じた早急な意思決定、決断ができる 

(8) 被災地の住民や支援従事者の意向に沿って活動が進むように上層部との調整を図ることができる 

(9) 市町村での判断の苦慮の状況に対し、県の協議の場を活用して方針を確定させ、県からのトップダウンによる調整を図ることができ
る 

(10) 復興期において保健福祉の枠を超えてビジョンを描くことができる 

＜自己と他者の行動の管理・すべての人々や文化の尊重＞ 
(11) 活動目的の共有と、役割分担、意思統一が図ることができる 
(12) 支援従事者からの問題提起、積極的な提案を踏まえた方針決定、合意形成をはかることができる 

(13) 課題解決に向けて支援従事者間の気運を高めることができる 

(14) 支援従事者間の支援の統一、連携のための体制整備を行うことができる 

(15) 協働する他者の感情と考えの理解、協働する他者の言葉で示されない問題への気づきと支援について考慮できる 
(16) 被災自治体の災害対応経験、マンパワー、組織内での保健師の立場をアセスメントし、補完・代行すべき（補完・代行の支援を受け
るべき）市町村の保健活動業務の内容を判断できる 
(17) マンパワー提供による被災地への直接支援と市町村の統括保健師の後方支援のそれぞれについて支援方針を立案できる（それぞ
れの支援を受けるために情報提供できる） 
(18) 支援者の交代時に活動の引き継ぎが確実に実施できる体制を整備できる 
＜組織内外の関係者との協働の促進＞ 
(19) 公衆衛生を基本とした広域的な保健活動を行うために情報の共有、目標の確認、各役割の明確化に向けて必要な調整を行うこと
ができる 
(20) 課題解決に向けたマンパワーの有効活用（受援）のためのコーディネート機能、連携システムの確立ができる 
＜変化する状況への持続的対応＞ 
(21) 支援ニーズや、マンパワーに応じた臨機応変な活動体制の推進（県内、市町村内の応援体制構築を含む）ができる 
(22) 指示命令系統、他分野との活動重複、サービスの浸透具合を評価し、体制面の改善点を探ることができる 

(23) 被災地ニーズに応じた必要な対策の企画、運営ができる 

(24) 定期的な活動の検証、方向性の確認による重点項目の設定ができる 
＜自己の役割権限の遵守＞ 
(25） 責任範囲とする活動全体の動き方の計画（1 日単位及び当面半年間）の提示ができる 

(26) 統括的役割の遂行（冷静・的確な意思決定、活動の共有、災害対策本部等への進言）ができる 

(27) 災害時に公衆衛生の観点をもって迅速に対策に取り組めるよう、保健師等の専門職が災害対策会議に参画できるシステムの検討
と提案ができる 

2. 情報知識の形成と運用に関する項目 
＜情報収集の努力の指向力＞ 

(28) 情報集約と発信の担当者を定め、活動基盤となる情報が一元的に集まる体制をつくることができる 

(29) 積極的かつ直接的に情報把握すべき地域と情報内容の焦点化及びチーム編成を行うことができる 
（30） 被害が甚大な地域の情報を住民及び保健師から直接得る手段を開拓することができる 

(31) 現場で活動している外部支援チームから情報が入る体制をつくることができる 

(32) ミーティングや支援チーム等からの報告をルール化することにより 1 日の活動終了後に情報が集まる仕組みを構築することができる 

(33) 所属組織の災害時の役割機能の観点から活動に役立てるべき情報を収集し活動に反映させることができる 

(34) 関係者から入手した情報を手掛かりに地域全体を指向した情報の探索ができる 

(35) 事業委託機関、医療従事者及び社協等の地域資源の被災状況と活動再開状況の把握を指向することができる 

(36) 避難者のうち要援護者の状況について行政が保有している既存情報を活用することができる 

(37) 健康調査の企画・実施・活用の体制をつくり、推進することができる 
(38) 感染症対策のために必要な調査の企画ができる 
(39) 外部支援の必要性の判断のため具体的な情報収集方法の検討や工夫を図ることができる 
(40) 時間経過に応じた対策の検討のため、継続的な情報収集、モニタリングができる 
(41) 自治体の災害対策本部等の意思決定の場に保健師が参画できるように行政的な位置づけを図ることができる 
(42) 非常時には平時の思考枠を外さなければならない局面が随所にあることを意識することができる 
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表１ .災害時における統括保健師のコンピテンシーの内容（4 領域・89 項目）（つづき）  
＜情報収集力＞  

(43) 自分が把握すべき情報と情報収集源を認識し、情報収集することができる 

(44) 職員の出勤状況などアウトリーチによる断片的な情報の統合から状況を判断することができる 

(45) 災害対策本部との連携により情報収集を図ることができる 

(46) 孤立地域等、保健師単独で接近が困難な地域に対しては自衛隊の救護チームに同行する等の手段を開拓し活用することができる 

(47) 緊急対応が想定される関係部署職員との協働支援による情報収集、対応の指示ができる 

(48) 調査規模、実現可能性を検討した上で情報収集の方法を検討できる（一次スクリーニングは派遣支援者、二次スクリーニングは地
元保健師など） 
(49) 住民の状況に合わせて適切な情報源を選択することができる 
(50) 地域資源について情報収集することができる 

(51) 健康支援ニーズ、支援活動量の算定のために報告様式、記録様式を定めて情報を収集することができる 

(52) 情報収集や連絡が困難な場合は出向いて確認するよう指示を出すことができる 

（53) 関係者会議の早期開催により情報収集、関係者間の共有を図ることができる 

＜情報の分析力＞ 
(54) 平時の保健師活動や過去の経験を活かして状況を把握することができる 

(55) 被災前後の状況の差を発見することができる 

(56) 被災前の住民の健康課題と被災後の避難生活を関連づけて分析することができる 

(57) 庁内のどの部署にどのような情報を伝えるとどの問題が解決されるかを意識して分析することができる 

(58) 平時の活動での蓄積を基に地区の誰に還元したらよいか分析することができる 

（59） 被災後の変化する状況に応じて重要な課題、優先的に取り組むべき課題を見出すことができる 

(60) 収集した情報から支援必要量や内容を算定することができる 

(61) 健康調査等の結果から地元保健師の実施すべき活動内容と応援保健師等支援者への依頼内容と、各々の優先順位を分析する
ことができる 
(62) 優先順位や効率性について整理し、限られた資源の中でどれだけパフォーマンスを上げることができるか考えることができる 

(63） 調査統計、分析に地元研究機関（大学）等の活用を図ることができる 

(64) 被災者のみならず住民全体の支援ニーズﾞを分析することができる 

(65) 多岐にわたる複雑な問題や状況を系統的に分解し、いくつかの解決策を見出すことができる 
(66) 所内会議を開催し、課題抽出と今後の活動見通しについて検討を進めることができる 
＜情報の使用・活用力＞ 
(67) 得られた正確な情報を、行政、専門家、市民など関係者間で共有し、相互に意思疎通を図ることができる 
(68) 情報収集結果から、NPO 等の民間団体を含め必要な関係部署への連携、調整を図ることができる 
(69) 情報分析結果から、重点支援を要する地域を明確にし、必要な組織体制の構築、対策の推進に活用できる 

(70) 応援の必要性に対して支援の授受に関与する相互の組織の意向と目的を確認する調整を行うことができる 

(71) 情報分析結果から必要な対策の推進のため関係部署や、上層部への説明を行い、施策化への了解を得ることができる 
(72) 住民に有効な情報を還元（普及啓発）できる仕組みの構築ができる 

(73) 情報共有、対策検討の機会となる事業の早期再開や企画ができる 

(74) 活動の経験知を継承することを目的に、実践経験の取りまとめと、その活用ができる（報告集作成、研修会企画等） 

(75) 国・県・市町村の災害時の行政連絡ルートの確保と共に実態を踏まえた連絡の新たな仕組みを創ることができる 

3. 計画策定と推進に関する項目 

(76) 状況変化やスピードに応じた PDCA の展開を図ることができる 

(77) 被災の影響や格差を考慮した対策を講じることができる 

(78) 中長期的な活動方針の検討と、活動推進のために関係機関及び住民組織との連携、調整を図ることができる 

(79) 想定される対策推進に必要な予算措置、事業化・施策化のための粘り強い交渉を行うことができる 

(80) 通常業務再開の準備・調整と推進、被災状況や被災後のマンパワーを考慮して事業を企画することができる 

(81) 派遣支援経験を活かした自組織における災害対策の強化（マニュアル、研修など）を図ることができる 
(82) 統括的立場の保健師の補佐を配置し、中枢機能の強化を図ることができる 
(83) 災害時公衆衛生対策チームのような外部の専門家チームを活用することより、保健活動の見通しを立てることができる 

(84) 復興経過を見据えた対策の検討と推進ができる 

(85) 復興期において NPO 等の民間を含め多様なネットワークをつくり、住民が主体となれるよう支援することができる 
4. 職員の健康安全管理に関する項目 

(86) 職員や支援従事者の勤務・休息などの体制を整備することができる 

(87) 健康管理の実施体制を整備することができる 

(88) こころのケアの個別対応と普及啓発の企画、実施ができる 

(89) 職員の健康管理に関して総務課職員との情報共有、対策の 
検討と実施ができる 
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すなわち、リーダーシップ（27項目）は、＜
非常時の意思決定＞、＜自己と他者の行動の管
理・すべての人々や文化の尊重＞、＜組織内外
の関係者との協働の促進＞、＜変化する状況へ
の持続的対応＞、＜自己の役割権限の遵守＞の
下位領域から成る。 
情報知識の形成と運用（48項目）は、＜情報
収集の努力の指向力＞、＜情報収集力＞、＜情
報の分析力＞、＜情報の使用・活用力＞の下位
領域から成る。 
計画策定と推進(10項目)は、被災の影響や格
差を考慮した対策を講じることができる、状況
変化やスピードに応じたPDCAの展開を図るこ
とができる、等の内容から成る。 
職員の健康安全管理（4項目）は、こころの
ケアの個別対応と普及啓発の企画・実施ができ
る、等の内容から成る。 
 
２．災害時における統括保健師のコンピテンシ
ー・役割等に対する意見調査 
 全国の都道府県及び保健所設置市の本庁、大
規模災害が想定される３県の保健所・市町 
村の統括保健師（計255名）を対象に、上記に
より作成した災害時における統括保健師のコ
ンピテンシー（4領域・89項目）を基に「災害
時における統括保健師のコンピテンシー、役
割・権限、育成方法に関する現状・意見」を把
握するための質問紙を作成し郵送調査を実施
した。 
１）調査対象 
全国都道府県の本庁47、及び保健所設置市7
2の本庁等に勤務する統括保健師及び大規模災
害の想定県３県の保健所24及び各市町村112に
おいて統括保健師の役割を担う保健師である。
     
 所属自治体（組織）において複数の統括保健
師を配置している場合、本調査への回答は、と
くに中心的に当該役割を担う保健師１自治体
（保健所）あたり１名に回答を依頼した。 
２）調査方法 
郵送自記式質問紙による調査とした。各自治
体（組織）の保健衛生部門の保健師代表者宛に、
本調査の回答候補となる統括保健師の推薦を
依頼し、統括保健師から調査協力の承諾が得ら
れる場合に、調査票への回答と返信を依頼した。 
３）調査期間：平成29年1月12日～2月6日 
４）調査内容 
（１）回答者の属性：所属組織（都道府県（本
庁）、保健所設置市（本庁）、保健所、市町村
の別）、年代、保健師経験年数、所属部署、職
位、統括役割の経験年数、災害時保健活動経験
の有無（被災現地の立場、派遣者としての立場） 
（２）所属組織における統括保健師の平時の体
制：配置の現状（人数、配置部署）及び職務の
現状（役割、権限・責任の範囲、発令状況） 
（３）地域防災計画及び所属組織のマニュアル
等における統括保健師の災害時の役割記載の
現状及びどのようにあるべきと思うかの考え
（自由記載） 
（４）意見調査１：統括保健師の災害時のコン
ピテンシー（実践能力）について 
災害時における統括保健師のコンピテンシー
（４領域・89項目）の各内容について、「とて

も重要である」「重要である」「あまり重要で
ない」「重要でない」「該当しない」のいずれ
に該当すると思うか、回答を求めた。 
（５）意見調査２：災害時において統括保健師
が役割発揮するうえでの課題について（自由記
載） 
（６）意見調査３：統括保健師の災害時の対応
能力育成のために必要と思うこと 
統括保健師の災害時の対応能力を育成するた
めにスタッフの段階から蓄積すべき能力、どの
ような場面や経験を通して統括保健師として
の災害に対する能力を高めているかの実際や
それに対する考え、所属自治体（組織）におい
て統括保健師としての災害に対する能力を育
成するために実際行っていることや役立って
いると思うこと、について自由記載で回答を求
めた。 
（倫理面への配慮） 
本調査への協力は、所属施設及び回答者の自
由意思によるものであること、回収する調査票
は無記名とし、回答者個人や所属先が特定でき
ないよう集約した結果のみを公表すること等
を調査協力依頼書に明記し遵守した。なお本研
究計画は、千葉大学大学院看護学研究科倫理審
査委員会において承認を得た（承認番号：28-
84平成28年12月6日）。 
 
Ｃ．研究結果 
１．回収数 
回収数及び回収率は以下の通りである。なお、
保健所として回答のあった1件は属性以外の回
答がなかったため無効票とし、以下の回収数か
らは除いた(表2)。 
 
表２ 回収数 
種別  配布数

（件）  

回収数

（件）  

回収率  

都道府県の本庁  47 28 59.6% 

指 定都市・ 中核

市・政令市の本庁  

72 22 30.6% 

保健所  24 26 108.3%

（※）  

市町村  112 61 54.5% 

合計  255 137 53.7% 

※一部指定都市・中核市・政令市の保健所が含まれたため 

 
 
以降、「都道府県の本庁（以下、都道府県）」
28件、「指定都市・中核市・政令市の本庁（以
下、政令市等）」22件、「保健所」26件、「市
町村」61件、それぞれに群分けして結果を示す。 
 
 
２．回答者の属性 
１）年代 
回答者の年代はどの群でも50歳代が多く、 
50歳代が全体のほぼ8割を占めていた(表3)。 
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表３ 年代 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
２）保健師経験年数 
市町村以外では、全ての回答者が30年以上の
保健師経験を持っていた。市町村では10年未満
が1件（1.6%）、10年から20年未満が9件（14.
8%）あった(表4)。 
 
表４ 保健師経験年数 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
３）所属部署 
全体の77.4%の回答者が保健部門に所属して
おり、次いで保健福祉部門が17.5%と多かった。
ただし保健所では保健部門の次に多かったの
は企画調整部門3件（11.5%）であった(表5)。 
 
表５ 所属部署 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
４）職位 
全体で最も多かったのは課長級で58件（42.
3%）、次いで課長補佐級40件（29.2%）であっ
た。都道府県、政令市等、保健所では同様に最
も多いのが課長級、次いで課長補佐級であった
が、市町村だけは順位が異なっており、最も多
かったのは係長級21件（34.4%）で、次いで課
長級17件（27.9%）、課長補佐級16件（26.2%）
となっていた。 
部局長級との回答は政令市等の1件のみで、次

長級も政令市等1件、市町村3件の計4件のみで
あった(表6)。 
 
表６ 職位 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
５）統括的役割を担う保健師としての経験年数 
統括的役割を担う保健師としての経験年数
は5年までの回答が全体の約8割を占めており、
10年以上との回答は全体の1割未満であった。
ただし、市町村では10年以上とした回答が他の
群よりも多く、11件（18.0%）となっていた(表
7)。 
 
表７ 統括的役割を担う保健師としての経験
年数 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
６）災害時保健活動経験の有無 
回答者自身の災害時保健活動経験の有無を立
場別に尋ねた。 
被災現地の立場としての経験があったのは1
2件（8.8%）で、このうち7件は都道府県であっ
た。政令市等、保健所、市町村では8割以上が
経験なしと回答していた。 
派遣者・応援者としての経験は都道府県、政令
市等、保健所では8割を超えていたが、市町村
では4割に満たなかった。 
統括的な保健師としての災害対応の経験（調整
等）は都道府県、政令市等では半数以上が経験
ありと回答していたが、保健所では4割弱にと
どまった。また、市町村では9割以上が経験な
しと回答していた(表8)。 
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表８ 災害時保健活動経験の有無（立場別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
３．所属組織における統括保健師の平時の体制 
１）統括保健師の配置の現状（人数、配置部署） 
（１）統括保健師の配置人数 
いずれの群でも1名との回答が半数を超えて
いた。 
政令市等、保健所では1割以上が配置0人（配置
なし）と回答していた。市町村では配置が0人
（配置なし）との回答割合がさらに高く、21
件（34.4%）みられた。 
2人以上の配置があると回答したのは都道府県
で4割以上、政令市等では2割弱であり、保健所、
市町村では1割に満たなかった(表9)。 
 
表９ 統括保健師の配置人数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
（２）複数名配置の場合の配属先 
前項で配置人数が2人以上の回答であったも
のについて配属先をたずねたところ、7割以上
が複数の部門・単位に分かれて配置されていた
(表10)。 
 
表10 複数名配置の統括保健師の配属先 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
２）職務の現状（役割の明文化、発令状況） 
（１）統括保健師の役割等の明文化の有無 
都道府県、政令市等、保健所、市町村の順に
明文化されている割合が高かった。しかし、最
も明文化されている割合が高い都道府県でも、
明文化されているとの回答は半数に満たなか
った。 
保健所では8割以上、市町村では9割以上が明文
化されていなかった(表11)。 
 
表11 統括保健師の役割等の明文化の有無 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
（２）統括保健師の辞令発令状況 
全体の9割以上に辞令発令がなかった。辞令
発令があったのは全体で5件（3.6%）のみであ
った(表12)。 
 
表12 統括保健師の辞令発令状況 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
４．所属組織における統括保健師の災害時の役
割等の現状と考え 
１）地域防災計画及びマニュアル等における統
括保健師の位置づけ、役割、権限 
所属自治体の地域防災計画及びマニュアル
等において、統括保健師の位置づけ、役割、権
限は、平時の準備段階、及び応急対応段階のそ
れぞれにおいて、どのように記載されているか
を自由記載でたずねた。 
自由記載の結果を内容ごとに分類し、それぞれ
の内容について記載された件数をカウントし
た。複数の内容が記載された場合には、それぞ
れの内容でカウントした。 
なお複数のマニュアルや計画について挙げ、
一部は記載なし、一部は○○の内容記載ありと
いった回答の場合には、「マニュアルに記載な
し」にカウントするとともに、該当する内容項
目にもカウントしている。マニュアルを作成中
で○○の内容を盛り込む予定とされている場
合には「マニュアル作成中」のみにカウントし、
内容項目にはカウントしていない。 
（１）平時の準備段階（表4-1-1） 
都道府県、保健所、市町村では7割近く、政
令市等では4割強が、マニュアルへの記載がな
い旨を回答していた。 
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マニュアルへの記載があったものは都道府県7
件（25.0%）、政令市等7件（31.8%）、保健所3
件（11.5%）、市町村5件（8.2%）であった。内
容では、都道府県では項目分類を行った7件す
べてに「統括的役割を担う保健師の配置・明確
化」があった。政令市等では幅広い内容項目が
記載されていた。保健所、市町村では分類した
内容項目はそれぞれ1件で、ばらつきがあった。 
また、全ての群で連絡・活動体制整備に関する
内容の回答がみられた(表13)。 
 
表13 地域防災計画及びマニュアル等におけ
る統括保健師の位置づけ、役割、権限の記載（平
時の準備段階） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
（２）応急対応段階 
いずれの群でもマニュアルに記載がない旨
の回答は平時の準備段階に比べて低かった。 
マニュアルへの記載があったものは都道府県1
0件（35.7%）、政令市等10件（45.5%）、保健
所3件（11.5%）、市町村14件（23.0%）で、保
健所以外では平時の準備段階の割合を上回っ
ていた。 
内容では、都道府県、市町村では統括保健師の
位置づけに関する内容が最も多かった。活動計
画作成・活動調整に関する内容はいずれの群で

も見られていたが、政令市等ではとくに割合が
高かった。保健所以外の群では1件以下である
のに保健所では内容記載のあった3件すべてが
回答しているものとして、職員の安全・健康管
理、必要物品・設備の整備、マスコミ対応があ
った(表14)。 
 
２）統括保健師の位置づけ、役割、権限につい
ての考え 
統括保健師の位置づけ、役割、権限について
どのようにあるべきと思うかを自由記載でた
ずねた。 
自由記載の結果を内容ごとに分類し、それぞれ
の内容について記載された件数をカウントし
た。複数の内容が記載された場合には、それぞ
れの内容でカウントした。 
回答があったものは都道府県23件（82.1%）、
政令市等18件（81.8%）、保健所21件（80.8%）、
市町村38件（62.3%）であり、他の群と比較し
て市町村が少なかった。また、市町村の無回答
は23件（37.3%）と、他と比較して高かった。
市町村では「考えにくい」「アドバイスがほし
い」「難しい」といった回答もあり、「統括保
健師以外も担う」という内容も多く見られた（9
件、14.8%）。 
全体では「保健師配置・体制確保」の内容が最
も多く34件（24.8%）、次いで「連携・情報共
有」「災害派遣・受入」「情報収集・分析・判
断」「統括保健師の位置づけ・立場」「調整・
マネジメント」「活動方針・対応方法の決定」
「裁量権・指揮権」「保健師活動・公衆衛生看
護活動」の順となっており、その他の項目は全
体の1割未満だった。 
都道府県で20%以上の回答があったものは、
「保健師配置・体制確保」「連携・情報共有」
「災害派遣・受入」が9件（32.1%）、「情報収
集・分析・判断」「調整・マネジメント」が8
件（28.6%）であった。 
政令市等で20%以上の回答があったものは、
「連携・情報共有」が7件（31.8%）、「保健師
配置・体制確保」「裁量権・指揮権」が5件（2
2.7%）であった。 
保健所で20%以上の回答があったものは、「災
害派遣・受入」「情報収集・分析・判断」が7
件（26.9%）、「連携・情報共有」が6件（23.
1%）であった。 
市町村で20%以上の回答があったものは、「保
健師配置・体制確保」で14件（23.0%）であっ
た(表15)。 
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表14 地域防災計画及びマニュアル等におけ
る統括保健師の位置づけ、役割、権限の記載（応
急段階） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

表15 統括保健師の位置づけ、役割、権限につ
いての考え 
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５．意見調査１：統括保健師の災害時のコンピ
テンシー（実践能力） 
 
89項目それぞれについて「重要でない」「あ
まり重要でない」「重要である」「とても重要
である」「該当しない」から回答を求めた。 
全体、所属群別、および災害時の保健活動経験
の有無（表2-6参照）として「派遣者・応援者
としての経験」の有無別、「統括的な保健師と
しての災害対応の経験」の有無別に整理した
（ぞれぞれの図を順に資料1～11に示した）。
なお、災害時の保健活動経験について無回答だ
ったものはデータから除いて図を作成した。 
どの項目、どの群でも「重要である」「とても
重要である」との回答が多くを占めていた。 
 
１）リーダーシップに関する項目 
（１）非常時の意思決定 
「重要でない」との回答はなかった。 
全体では「あまり重要でない」が最も多かった
項目は「(9) 市町村での判断の苦慮の状況に対
し、県の協議の場を活用して方針を確定させ、
県からのトップダウンによる調整を図ること
ができる」13件（9.5%）であり、この項目は「該
当しない」との回答も最も多く、10件（7.3%）
であった。この(9)および「(10) 復興期におい
て保健福祉の枠を超えてビジョンを描くこと
ができる」の2つの項目では「とても重要であ
る」が3割台であったが、他の項目では「とて
も重要である」が5割を超えていた。 
所属群別にみると、「あまり重要でない」が1
割を超える群があった項目は上記(9)の市町村
9件（14.8%）の他、(10)の保健所3件（11.5%）
であった。 
「該当しない」が1割を超えていた項目は(9)
の政令市等6件（27.3%）であった。 
災害時の保健活動経験の有無で比較してみる
と、派遣者・応援者としての経験の有無別の上
記（10）以外では、すべての項目で経験ありの
群のほうが「とても重要である」の割合が多か
った(資料1-1,1-2,1-3,1-4)。 
 
（２）自己と他者の行動の管理・すべての人々
や文化の尊重 
「重要でない」との回答はなかった。 
全体では、「あまり重要でない」が1割を超え
た項目はなく、「該当しない」が1割以上とな
った項目もなかった。 
「とても重要である」が5割を超えていたのは
「(11) 活動目的の共有と、役割分担、意思統
一が図ることができる」95件（69.3%）、「(1
2) 支援従事者からの問題提起、積極的な提案
を踏まえた方針決定、合意形成をはかることが
できる」75件（54.7%）、「(14) 支援従事者間
の支援の統一、連携のための体制整備を行うこ
とができる」71件（51.8%）の3項目であった。
「(15) 協働する他者の感情と考えの理解、協
働する他者の言葉で示されない問題への気づ
きと支援について考慮できる」では「とても重
要である」との回答が他の項目より少なく、4
6件（33.6%）であった。 
所属群別にみると、「あまり重要でない」が1
割を超える群があった項目は(14)の都道府県4

件（14.3%）のみであり、「該当しない」が1
割を超えていた項目はなかった。 
災害時の保健活動経験の有無で比較すると、災
害時派遣・応援経験の有無では「とても重要で
ある」の割合に大きな差は見られなかったが、
統括的な保健師としての災害対応の経験の有
無では、経験のある群のほうが経験のない群よ
りも「とても重要である」と回答している割合
が高い項目が複数みられた(資料2-1,2-2,2-3,
2-4)。 
 
（３）組織内外の関係者との協働の促進 
全体では、各項目共に6割近くが「とても重
要である」との回答であった。「重要でない」
「該当しない」との回答はなく、「あまり重要
でない」は各項目ともに市町村の1件のみであ
った。 
災害時の保健活動経験の有無で比較すると、ど
の項目でも災害時派遣・応援経験や統括的な保
健師としての災害対応の経験のある群のほう
が「とても重要である」と回答している割合が
高かった（資料3-1,3-2,3-3,3-4）。 
 
（４）変化する状況への持続的対応 
「重要でない」「該当しない」との回答はな
かった。 
全体では、「あまり重要でない」との回答は、
その回答が最も多かった「(24) 定期的な活動
の検証、方向性の確認による重点項目の設定が
できる」でも8件（5.8%）であった。 
一方で「とても重要である」との回答が5割を
超えていたのは「(21) 支援ニーズや、マンパ
ワーに応じた臨機応変な活動体制の推進（県内、
市町村内の応援体制構築を含む）ができる」7
7件（56.2%）のみであった。 
所属群別にみると、「あまり重要でない」が1
割を超える群があった項目は「(23) 被災地ニ
ーズに応じた必要な対策の企画、運営ができ
る」および上記(24)の都道府県で、各3件（10.
7%）であった。 
災害時の保健活動経験の有無で比較すると、災
害時派遣・応援経験の有無では「とても重要で
ある」の割合に大きな差は見られなかったが、
統括的な保健師としての災害対応の経験の有
無では、経験のない群と比べて経験のある群の
ほうが「とても重要である」と回答している割
合がいずれの項目でも10%以上高かった（資料4
-1,4-2,4-3,4-4）。 
 
（５）自己の役割権限の遵守 
「重要でない」との回答はなく、「該当しな
い」は2件（1.5%）のみであった。 
全体および所属群別でも、「あまり重要でな
い」が1割を超えていた項目はなかった。 
「(26) 統括的役割の遂行（冷静・的確な意思
決定、活動の共有、災害対策本部等への進言）
ができる」では「とても重要である」との回答
が他の項目よりも多く102件（74.5%）であり、
また所属群別にみても、どの群でも6割を超え
ていた。 
「(25) 責任範囲とする活動全体の動き方の計
画（1日単位及び当面半年間）の提示ができる」
は災害時派遣・応援経験および統括的な保健師
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としての災害対応の経験いずれにおいても、経
験のない群と比べて経験のある群のほうが「と
ても重要である」と回答している割合が10%以
上高かった(資料5-1,5-2,5-3,5-4)。 
 
 
２）情報知識の形成と運用に関する項目 
（１）情報収集の努力の指向力 
「重要でない」との回答が（30）および(36)
～(42)の項目で各1件みられた。 
「該当しない」はすべての項目でみられ、少な
いもので1件（0.7%）、多いもので8件（5.8%）
であった。 
全体でみると「重要でない」「あまり重要でな
い」の合計が1割を超えた項目は3項目で、多か
った順に「(38) 感染症対策のために必要な調
査の企画ができる」19件（13.9%）、「（30）
被害が甚大な地域の情報を住民及び保健師か
ら直接得る手段を開拓することができる」16
件（11.7%）、「(37) 健康調査の企画・実施・
活用の体制をつくり、推進することができる」
15件（10.9%）であった。 
「とても重要である」が5割を超えていたのは4
項目で、多かった順に「(28) 情報集約と発信
の担当者を定め、活動基盤となる情報が一元的
に集まる体制をつくることができる」84件（6
1.3%）、「(29) 積極的かつ直接的に情報把握
すべき地域と情報内容の焦点化及びチーム編
成を行うことができる」76件（55.5%）、「(3
2) ミーティングや支援チーム等からの報告を
ルール化することにより1日の活動終了後に情
報が集まる仕組みを構築することができる」7
5件（54.7%）、「(42) 非常時には平時の思考
枠を外さなければならない局面が随所にある
ことを意識することができる」69件（50.4%）
であった。 
所属群別にみると「重要でない」「あまり重要
でない」の合計が1割を超える群があった項目
は、上記（30）の保健所3件（11.5%）、市町村
11件(18.0%)、「(35) 事業委託機関、医療従事
者及び社協等の地域資源の被災状況と活動再
開状況の把握を指向することができる」の都道
府県4件（14.3%）、政令市等3件（13.6%）、「(3
6) 避難者のうち要援護者の状況について行政
が保有している既存情報を活用することがで
きる」都道府県4件（14.3%）、(37)の都道府県
4件（14.3%）、政令市等3件（13.6%））、(38)
の都道府県4件（14.3%）、政令市等3件（13.6%）、
保健所5件（19.2%）、市町村7件（11.5%）、「(3
9) 外部支援の必要性の判断のため具体的な情
報収集方法の検討や工夫を図ることができる」
保健所3件（11.5%）、「(41) 自治体の災害対
策本部等の意思決定の場に保健師が参画でき
るように行政的な位置づけを図ることができ
る」政令市等3件（13.6%）であった。 
「該当しない」が1割を超えていた項目は上記
(35)、(36)の都道府県4件（14.3%）であった。 
災害時保健活動経験の有無で各項目の「とても
重要である」との回答割合を比較すると、災害
時派遣・応援経験では経験が「ない」ほうが割
合が高く、統括的な保健師としての災害対応の
経験では経験が「ある」ほうが割合が高くなっ
ている項目が見られた。災害時派遣・応援経験

では、経験が「ある」方が「あまり重要ではな
い」「重要でない」の合計割合が大きくなって
いる項目があった(資料6-1,6-2,6-3,6-4)。 
 
（２）情報収集力 
全ての項目で「重要でない」との回答が1～2
件（1.5%）あった。また「(47) 緊急対応が想
定される関係部署職員との協働支援による情
報収集、対応の指示ができる」「（53) 関係者
会議の早期開催により情報収集、関係者間の共
有を図ることができる」では「該当しない」と
の回答はなかったが、それ以外の項目では「該
当しない」が1～5件（3.6%）あった。 
全体では「重要でない」「あまり重要でない」
の合計が1割を超えていたのは「(50) 地域資源
について情報収集することができる」14件（1
0.2%）であった。 
「とても重要である」との回答が5割を超えて
いたのは4項目で、多かった順に「(45) 災害対
策本部との連携により情報収集を図ることが
できる」88件（64.2%）、「(44) 職員の出勤状
況などアウトリーチによる断片的な情報の統
合から状況を判断することができる」74件（5
4.0%）、「（53) 関係者会議の早期開催により
情報収集、関係者間の共有を図ることができ
る」71件（51.8%）、上記(47) 69件（64.2%）
であった。最も少なかったのは「(46) 孤立地
域等、保健師単独で接近が困難な地域に対して
は自衛隊の救護チームに同行する等の手段を
開拓し活用することができる」で48件（35.0%）
であった。 
群別にみると、「重要でない」「あまり重要
でない」の合計が1割を超える群があった項目
は、上記(46) の保健所4件（15.4%）、「(49) 
住民の状況に合わせて適切な情報源を選択す
ることができる」都道府県3件（10.7%）、市町
村7件（11.5%）、上記(50)及び「(51) 健康支
援ニーズ、支援活動量の算定のために報告様式、
記録様式を定めて情報を収集することができ
る」それぞれ都道府県3件（10.7%）、市町村8
件（13.1%）であった。 
「該当しない」が1割を超えていた項目は上記
(46)で、都道府県が3件（10.7%）であった。 
災害時保健活動経験の有無で比較すると、統括
的な保健師としての災害対応の経験の有無で
はすべての項目で、経験のある群のほうが経験
のない群と比較して「とても重要である」の割
合が高かった。しかし災害時派遣・応援経験の
有無では、経験がある群のほうが「とても重要
である」の割合が低い項目が見られた（資料7
-1,7-2,7-3,7-4）。 
 
（３）情報の分析力 
(54)(55)(62)(63)以外の項目で「重要でな
い」との回答が1～2件（1.5%）あった。また「(5
4) 平時の保健師活動や過去の経験を活かして
状況を把握することができる」「（59） 被災
後の変化する状況に応じて重要な課題、優先的
に取り組むべき課題を見出すことができる」で
は「該当しない」との回答はなかったが、それ
以外の項目では「該当しない」との回答があっ
た。「該当しない」が最も多かったのは「(63）
 調査統計、分析に地元研究機関（大学）等の
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活用を図ることができる」12件（8.8%）で、そ
れ以外は1～3件（2.2%）であった。 
全体では、「重要でない」「あまり重要でない」
の合計が1割を超えていたのは3項目で、多かっ
た順に(63)の38件（27.7%）、「(58) 平時の活
動での蓄積を基に地区の誰に還元したらよい
か分析することができる」17件（12.4%）、「(6
4) 被災者のみならず住民全体の支援ニーズﾞ
を分析することができる」14件（10.2%）であ
った。 
また「とても重要である」が5割を超えてい
たのは4項目で、多かった順に(59)の84件（61.
3%）、「(60) 収集した情報から支援必要量や
内容を算定することができる」83件件（60.6%）、
「(61) 健康調査等の結果から地元保健師の実
施すべき活動内容と応援保健師等支援者への
依頼内容と、各々の優先順位を分析することが
できる」79件（57.7%）、「(57) 庁内のどの部
署にどのような情報を伝えるとどの問題が解
決されるかを意識して分析することができる」
70件（51.1%）であった。 
所属群別にみると、「重要でない」「あまり重
要でない」の合計が1割を超える群があった項
目は、「(55) 被災前後の状況の差を発見する
ことができる」市町村8件（13.1%）、上記(58)
の都道府県3件（10.7%）、保健所4件（15.4%）、
市町村8件（13.1%）、「(62) 優先順位や効率
性について整理し、限られた資源の中でどれだ
けパフォーマンスを上げることができるか考
えることができる」都道府県4件（14.3%）、上
記(64)の都道府県5件（17.9%）、および(63)
の全ての群であった。 
(63)では保健所では3割以上、その他の群でも2
割以上が「重要でない」もしくは「あまり重要
でない」と回答しており、「該当しない」も市
町村で8件（13.1%）と多かった。 
その他に「該当しない」が1割を超えた項目は
なかった。 
災害時保健活動経験の有無で比較すると、統括
的な保健師としての災害対応の経験の有無で
はすべての項目で、経験のある群のほうが経験
のない群と比較して「とても重要である」の割
合が高かった。しかし災害時派遣・応援経験の
有無では、上記(61)で経験がある群のほうが
「とても重要である」の割合。が低かった。 
(資料8-1,8-2,8-3,8-4)。 
 
（４）情報の使用・活用力 
(67)および(71)～(75)では「重要でない」と
の回答が1件あった。また、(69)(70)以外の項
目では「該当しない」が2～3件（2.2%）あった。 
全体では「重要でない」「あまり重要でない」
の合計が1割を超える群はなく、最も多いもの
で「(72) 住民に有効な情報を還元（普及啓発）
できる仕組みの構築ができる」12件（8.8%）で
あった。 
「とても重要である」との回答が5割を超えた
項目は2項目で、多かった順に「(71) 情報分析
結果から必要な対策の推進のため関係部署や、
上層部への説明を行い、施策化への了解を得る
ことができる」88件（64.2%）、「(69) 情報分
析結果から、重点支援を要する地域を明確にし、
必要な組織体制の構築、対策の推進に活用でき

る」76件（55.5%）であった。 
所属群別にみると、「重要でない」「あまり
重要でない」の合計が1割を超える群があった
項目は「(68) 情報収集結果から、NPO等の民間
団体を含め必要な関係部署への連携、調整を図
ることができる」の保健所4件（15.4%）、上記
(72) の市町村7件（11.5%）であった。「該当
しない」が1割を超えた項目はなかった。 
災害時保健活動経験の有無で比較すると、統括
的な保健師としての災害対応の経験の有無で
はすべての項目で、経験のある群のほうが経験
のない群と比較して「とても重要である」の割
合が高かった。しかし災害時派遣・応援経験の
有無では、経験がある群のほうが「とても重要
である」の割合が低い項目があった（資料9-1,
9-2,9-3,9-4）。 
 
３）計画策定と推進に関する項目 
全ての項目で「重要でない」との回答が1～2
件（1.5%）あったが、全体では「重要でない」
「あまり重要でない」の合計が1割を超えてい
た項目はなかった。 
また、(71)(81)以外では「該当しない」との回
答が1～7件（5.1%）あり、最も多かったのは「(8
5) 復興期においてNPO等の民間を含め多様な
ネットワークをつくり、住民が主体となれるよ
う支援することができる」であった。 
「とても重要である」との回答が5割を超えて
いたのは2項目で、「(82) 統括的立場の保健師
の補佐を配置し、中枢機能の強化を図ることが
できる」84件（61.3%）、「(76) 状況変化やス
ピードに応じたPDCAの展開を図ることができ
る」74件（54.0%）であった。 
所属群別にみると「重要でない」「あまり重
要でない」の合計が1割を超える群があった項
目は、「(79) 想定される対策推進に必要な予
算措置、事業化・施策化のための粘り強い交渉
を行うことができる」都道府県3件（10.7%）、
「(80) 通常業務再開の準備・調整と推進、被
災状況や被災後のマンパワーを考慮して事業
を企画することができる」保健所3件（11.5%）、
上記(85) の都道府県3件（10.7%）、政令市等3
件（13.6%）、保健所3件（11.5%）であった。
「該当しない」が1割を超えた項目はなかった。 
災害時保健活動経験の有無で比較すると、(80)
では災害時派遣・応援経験のある群のほうが経
験のない群と比較して「とても重要である」の
割合が10%低くなっていた（資料10-1,10-2,10
-3,10-4）。 
 
４）職員の健康安全管理に関する項目 
「重要でない」との回答は「(88) こころの
ケアの個別対応と普及啓発の企画、実施ができ
る」に1件あり、「あまり重要でない」と合わ
せると1割を超えていた（16件、11.7%）。この
項目以外は「とても重要である」との回答が5
割を超えており、多い順に「(86) 職員や支援
従事者の勤務・休息などの体制を整備すること
ができる」87件（63.5%）、「(87) 健康管理の
実施体制を整備することができる」78件（56.
9%）、「(89) 職員の健康管理に関して総務課
職員との情報共有、対策の検討と実施ができ
る」69件（50.4%）であった。 
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また全ての項目で「該当しない」との回答が見
られた。最も多かったのは上記(87)及び(88)
で各7件（5.1%）であった。 
所属群別にみると「重要でない」「あまり重
要でない」の合計が1割を超える群があった項
目は上記(88)で、政令市等3件（13.6%）、保健
所3件（11.5%）、市町村8件（13.1%）であった。
「該当しない」が1割を超えた項目はなかった。 
災害時保健活動経験の有無で比較すると、災害
時派遣・応援経験では経験があるほうが「とて
も重要である」「重要である」を合わせた割合
が低くなっていた（資料11-1,11-2,11-3,11-4）。 
 
 
５）項目リストの内容・構成、活用方法への意
見 
項目リストの内容・構成、活用方法への意見
を自由記載でたずねた。 
自由記載の結果を内容ごとに分類し、それぞれ
の内容について記載された件数をカウントし
た。複数の内容が記載された場合には、それぞ
れの内容でカウントした。 
記載があったのは、都道府県20件、政令市等8
件、保健所10件、市町村10件であった。 
全体では、「どの項目も重要」である旨が最も
多く16件（11.7%）であったが、一方で「すべ
て統括保健師が実施する必要はない」「実現は
難しい」といった意見も見られた。 
「所属先、立場、活動体制によって違う」が1
3件（9.5%）でそれに続いており、都道府県で
は特にこの項目が多かった（9件32.1%）。「フ
ェーズごとが良い」「災害状況により重要度が
変わる」「統括保健師の位置づけによる」とい
った意見もあった。 
回答については「重要度の判断が難しい」「項
目が多い」「わかりにくい・回答しにくい項目
がある」との意見も見られた(表16)。 
 
 
６．意見調査２：災害時において統括保健師が
役割発揮する上での課題 
 
災害時において統括保健師が役割発揮する
上での課題について自由記載でたずねた。 
自由記載の結果を内容ごとに分類し、それぞれ
の内容について記載された件数をカウントし
た。複数の内容が記載された場合には、それぞ
れの内容でカウントした。 
回答があったものは都道府県25件（89.3%）、
政令市等20件（90.9%）、保健所22件（84.6%）、
市町村43件（70.5%）であり、他の群と比較し
て市町村が少なかった。 
内容では全体の2割以上が「位置づけ・指揮系
統」「統括保健師の役割の周知・理解」につい
て記載していた。このうち、「統括保健師の役
割の周知・理解」については都道府県の4割以
上、政令市等の3割以上が記載しており、保健
所、市町村では2割以下となっていた。 
都道府県では「統括保健師の役割の周知・理解」
「位置づけ・指揮系統」「役割の明確化」「統
括保健師の補佐役」の順に多かった。 
 
 

表16 項目リストの内容・構成、活用方法への
意見 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
政令市等では「位置づけ・指揮系統」「統括保



78 
 

健師の役割の周知・理解」「役割の明確化」「能
力・能力向上・人材育成」「体制整備・明確化」
の順に多かった。 
保健所では「位置づけ・指揮系統」「役割の明
確化」「統括保健師の役割の周知・理解」の順
であった。 
市町村では「位置づけ・指揮系統」「能力・能
力向上・人材育成」「体制整備・明確化」「訓
練・研修等」「人脈作り・連携強化」の順であ
った。また、「体制やマニュアルの具体性・実
現性の低さ」についての課題も挙げられていた
(表17)。 
 
表 17 項目リストの内容・構成、活用方法へ

の意見

７．意見調査３：統括保健師の災害時の対応

能力育成のために必要なこと 
 
１）スタッフの段階から蓄積すべき能力 
統括保健師の災害時の対応能力育成のため
に必要なこととして、スタッフの段階から蓄積
すべき能力について自由記載でたずねた。 
自由記載の結果を内容ごとに分類し、それぞれ
の内容について記載された件数をカウントし
た。複数の内容が記載された場合には、それぞ
れの内容でカウントした。 
回答があったものは都道府県25件（89.3%）、
政令市等20件（90.9%）、保健所23件（88.5%）、
市町村47件（77.0%）であり、他の群と比較し
て市町村が少なかった。 
全体で最も多かった項目は「連絡・調整」に
関する内容で、都道府県では5割以上、政令市
等では4割以上、保健所、市町村でも2割以上の
記載があった。次に多かったのは「分析・判断・
方針決定・評価」で、政令市等では3割以上、
その他の群でも2割以上の記載があった。 
その他に、都道府県では「分析・判断・方針決
定・評価」と同じく「情報収集・整理」が8件
（28.6%）と多くなっていた。 
政令市等では最も多かったのは「研修・知識
や能力向上」で10件（45.5%）、続いて「連絡・
調整」9件（40.9%）で、次いで「イメージ・シ
ュミレーション」も8件（36.4%）となっていた。 
保健所では「研修・知識や能力向上」8件（30.
8%）、「分析・判断・方針決定・評価」7件（2
6.9%）、「連絡・調整」6件（23.1%）の順であ
った。 
市町村では全体と同様に「連絡・調整」「分
析・判断・方針決定・評価」の順に多かったが、
次いで多かったのは「地区診断・地域の状況把
握」12件（19.7%）であり、他の群よりも高い
割合であった（表18)。 
 
 
２）自身の能力育成の場面や経験 
自身がどのような場面や経験を通して統括
保健師としての災害に対する能力を高めてい
るか、また、どのような場面や経験があれば、
統括保健師としての災害に対する能力が身に
つくと思うかを自由記載で尋ねた。 
自由記載の結果を内容ごとに分類し、それぞれ
の内容について記載された件数をカウントし
た。複数の内容が記載された場合には、それぞ
れの内容でカウントした。 
 
回答があったものは都道府県22件（78.6%）、
政令市等18件（81.8%）、保健所21件（80.8%）、
市町村41件（67.2%）であり、他の群と比較し
て市町村が少なかった。 
全体で最も多かった項目は「研修受講」に関す
る内容で、政令市等では6割以上、その他の群
でも3割以上の回答があった。次に多かったの
は「災害派遣・調整とその情報共有」で、保健
所では5割以上、都道府県では4割以上、政令市
等では3割以上、市町村では2割以上の記載があ
った。 
その他に、都道府県では「シミュレーション・ 
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表18 統括保健師の災害時の対応能力育成の
ためスタッフの段階から蓄積すべき能力 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
当事者として検討」「本やマニュアル等による
机上学習」が7件（25.0%）と多くなっていた。 
政令市等ではその他に「訓練」が5件（22.7%）

と多かった。 
保健所では「災害派遣・調整とその情報共有」
が14件（53.8%）で最も多く、次いで「研修受
講」9件（34.6%）、「訓練」8件（30.8%）が続
いた。 
市町村では「研修受講」21件（34.4%）に次い
で「訓練」20件（32.8%）、「災害派遣・調整
とその情報共有」16件（26.2%）となっていた(表
19)。 
 
表19 統括保健師としての災害に対する自身
の能力育成（場面や経験） 
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３）所属組織における能力育成（実施内容等） 
所属組織において統括保健師としての災害
に対する能力を育成するために実際に行って
いることや役立っていると思うことを自由記
載でたずねた。 
自由記載の結果を内容ごとに分類し、それぞれ
の内容について記載された件数をカウントし
た。複数の内容が記載された場合には、それぞ
れの内容でカウントした。 
回答があったものは都道府県20件（71.4%）、
政令市等15件（68.2%）、保健所19件（73.1%）、
市町村37件（60.7%）であった。 
全体で最も多かった項目は「研修・訓練企画」
「研修受講・情報収集」で、2割を超えていた。 
都道府県では「研修・訓練企画」「研修受講・
情報収集」「災害派遣・調整とその情報共有」
が5件（17.9%）で最も多かった。 
政令市等では「研修・訓練企画」が6件（27.3%）
で最も多く、次いで「研修受講・情報収集」「マ
ニュアル作成・見直し」が5件（22.7%）となっ
ていた。 
保健所では最も多かったのは「災害派遣・調整
とその情報共有」で9件（34.6%）、次いで「研
修・訓練企画」8件（30.8%）、「訓練」6件（2
3.1%）であった。 
市町村では「研修受講・情報収集」が13件（2
1.3%）で最も多く、次いで「研修・訓練企画」
「他部署・他機関や地域との連携」が各11件（1
8.0%）となっていた。 
(表20)。 
 
 
Ｄ．考察 
１．災害時における統括保健師のコンピテンシ
ー 
統括保健師の災害時のコンピテンシーに関
する意見調査では、「とても重要である」「重
要である」との回答が、都道府県、保健所設置
市、保健所、市町村の所属別のいずれにおいて
も、多くを占めたが、とくに「とても重要であ
る」の回答が多かった項目内容について、以下
の特徴があった。 
リーダーシップに関する項目では、「(2)活動
方針と指示命令系統を明確にすることができ
る」「(4)応援要請の判断と迅速な決定ができ
る」「(5)優先性の高い事項（順位）の決定、
判断ができる」「(7)上層部の指示に基づき、
状況（予測・想定を含む）に応じた迅速な意思
決定、決断ができる」「(26)統括的役割の遂行
（冷静・的確な意思決定、活動の共有、災害対
策本部等への進言）ができる」であった。 
情報知識の形成と運用に関する項目では、「(2
8)情報集約と発信の担当者を定め、活動基盤と
なる情報が一元的に集まる体制をつくること
ができる」「(45)災害対策本部との連携により
情報収集を図ることができる」「(59)被災後の
変化する状況に応じて重要な課題、優先的に取
り組むべき課題を見出すことができる」「(60)
収集した情報から支援必要量や内容を算定す
ることができる」「(71)情報分析結果から必要
な対策の推進のため関係部署や、上層部への説
明を行い、施策化への了解を得ることができ
る」であった。 

表20 所属組織における統括保健師としての
災害に対する能力育成（実施内容等） 
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所属別では以下の特徴があった。都道府県は
「(4)応援要請の判断と迅速な決定ができる」
「(59)被災後の変化する状況に応じて重要な
課題、優先的に取り組むべき課題を見出すこと
ができる」「(60)収集した情報から支援必要量
や内容を算定することができる」が、他の所属
に比べて「とても重要である」の回答が多い傾
向であった。 
政令市は「(5)優先性の高い事項（順位）の決
定、判断ができる」「(28)情報集約と発信の担
当者を定め、活動基盤となる情報が一元的に集
まる体制をつくることができる」の回答が多か
った。 
保健所は「(7)上層部の指示に基づき、状況
（予測・想定を含む）に応じた迅速な意思決定、
決断ができる」「(71)情報分析結果から必要な
対策の推進のため関係部署や、上層部への説明
を行い、施策化への了解を得ることができる」
の回答が多かった 
市町村は「(14)支援従事者間の支援の統一、
連携のための体制整備を行うことができる」
「(45)災害対策本部との連携により情報収集
を図ることができる」「(49)住民の状況に合わ
せて適切な情報源を選択することができる」に
ついて「とても重要である」の回答が多かった。 
災害時の保健活動経験の有無で比較すると、
災害時派遣・応援経験や統括的な保健師として
の災害対応の経験のある群のほうが「とても重
要である」と回答している割合が高い傾向があ
った。  
 
２．統括保健師の災害時の役割・権限、育成方
法における課題 
１）災害時に統括保健師が役割発揮する上での
課題 
「統括保健師の位置づけ・指揮系統」「統括
保健師の役割の周知・理解」「役割の明確化」
「能力・能力向上・人材育成」が挙げられた。 
２）統括保健師の災害時の対応能力育成のため
に必要なこと 
「連携・調整」「分析・判断・方針決定・評
価」が挙げられ、さらに市町村においては、「地
区診断・地域の状況把握」が示された。 
３．本調査から得られた知見と今後の取組課題 
 本調査を通じて、統括保健師の災害時のコン
ピテンシーを育成するために、その基盤として
必要不可欠となるのが、災害時における統括保
健師の配置、役割・権限といった、役割発揮の
ための体制であることが明確になった。 
災害に対する自治体の体制、国として整備を
進めている専門職派遣チーム、平時からの統括
保健師の育成研修等の動向とも関連づけなが
ら、まず、災害時における統括保健師の配置、
役割・権限について、本調査結果及び関係者と
の意見交換を進めることにより、災害時におけ
る統括保健師の役割、その役割機能を発揮でき
る体制を明確にしていく必要がある。 
災害時の統括保健師の役割機能の発揮のた
めの体制づくりの検討と並行して、災害時にお
ける統括保健師のコンピテンシーに基づいた
研修ガイド案の作成と、現場への適用によるマ
ニュアル・研修ガイドラインの検証を行う必要
がある。 

Ｅ．結論 
 災害時における統括保健師のコンピテンシ
ーの枠組み4領域・89項目を作成し、全国の都
道府県及び保健所設置市の本庁、大規模災害が
想定される３県の保健所及び市町村の統括保
健師255名を対象に、災害時における統括保健
師のコンピテンシー、役割・権限、育成方法に
ついて意見調査を行った。137名（53.7%）より
回答を得た。統括保健師の災害時のコンピテン
シーに関する意見調査では、「とても重要であ
る」「重要である」の回答が多くを占めた。課
題として、統括保健師の役割・権限・責任の明
文化と組織内（災害対策本部、保健福祉対策部
署内）での共有、統括保健師を支える体制、統
括保健師としての自覚、平時からの統括役割の
遂行、状況のイメージ力の形成、平時からの地
域及び住民に関する対象理解、平時からの関係
者との連携等が挙げられた。 
以上より、災害時に統括保健師が役割を発揮
する上で育成すべきコンピテンシーを明確に
するための根拠資料、災害時における統括役割
発揮に向けて充足すべき体制としてマニュア
ルに明記すべき内容を精査するための資料を
得ることができた。災害時における統括保健師
の役割の明確化、さらに配置、役割・権限とい
った、役割発揮のための体制づくりが基盤事項
として急務であり、それと並行して、災害時に
おける統括保健師のコンピテンシーに基づい
た研修のあり方を明確にしていく必要がある。 
 
Ｆ．健康危険情報 
なし 
Ｇ．研究発表 
なし 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 なし 
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資料 1-1 リーダーシップに関する項目 非常時の意思決定（全体）  

(1) ライフラインの被害状況、被災地の孤立状況、避難住民の状況等
から災害対応の長期化を予測することができる

(2) 活動方針と指示命令系統を明確にすることができる

(3) 行政機関としての災害支援のための組織的、継続的な活動体制を
構築することができる

(4) 応援要請の判断と迅速な決定ができる

(5) 優先性の高い事項（順位）の決定、判断ができる

(6) 専門職の知識・技術・経験の総合性を発揮することができる

(7) 上層部の指示に基づき、状況（予測・想定含む）に応じた早急な意
思決定、決断ができる

(8) 被災地の住民や支援従事者の意向に沿って活動が進むように上
層部との調整を図ることができる

(9) 市町村での判断の苦慮の状況に対し、県の協議の場を活用して方
針を確定させ、県からのトップダウンによる調整を図ることができる

(10) 復興期において保健福祉の枠を超えてビジョンを描くことができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 1-2 リーダーシップに関する項目 非常時の意思決定（所属群別）  

(1) ライフラインの被害状況、被
災地の孤立状況、避難住民の
状況等から災害対応の長期化
を予測することができる

(2) 活動方針と指示命令系統を
明確にすることができる

(3) 行政機関としての災害支援
のための組織的、継続的な活動
体制を構築することができる

(4) 応援要請の判断と迅速な決
定ができる

(5) 優先性の高い事項（順位）の
決定、判断ができる

(6) 専門職の知識・技術・経験の
総合性を発揮することができる

(7) 上層部の指示に基づき、状
況（予測・想定含む）に応じた早
急な意思決定、決断ができる

(8) 被災地の住民や支援従事者
の意向に沿って活動が進むよう
に上層部との調整を図ることが
できる

(9) 市町村での判断の苦慮の状
況に対し、県の協議の場を活用
して方針を確定させ、県からの
トップダウンによる調整を図るこ
とができる

(10) 復興期において保健福祉
の枠を超えてビジョンを描くこと
ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 1-3 リーダーシップに関する項目 非常時の意思決定  

（災害時派遣・応援経験の有無別の比較）  

(1) ライフラインの被害状況、被
災地の孤立状況、避難住民の
状況等から災害対応の長期化
を予測することができる

(2) 活動方針と指示命令系統を
明確にすることができる

(3) 行政機関としての災害支援
のための組織的、継続的な活動
体制を構築することができる

(4) 応援要請の判断と迅速な決
定ができる

(5) 優先性の高い事項（順位）の
決定、判断ができる

(6) 専門職の知識・技術・経験の
総合性を発揮することができる

(7) 上層部の指示に基づき、状
況（予測・想定含む）に応じた早
急な意思決定、決断ができる

(8) 被災地の住民や支援従事者
の意向に沿って活動が進むよう
に上層部との調整を図ることが
できる

(9) 市町村での判断の苦慮の状
況に対し、県の協議の場を活用
して方針を確定させ、県からの
トップダウンによる調整を図るこ
とができる

(10) 復興期において保健福祉
の枠を超えてビジョンを描くこと
ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 1-4 リーダーシップに関する項目 非常時の意思決定  

（統括的な保健師としての災害対応経験の有無別の比較）  

(1) ライフラインの被害状況、被
災地の孤立状況、避難住民の
状況等から災害対応の長期化
を予測することができる

(2) 活動方針と指示命令系統を
明確にすることができる

(3) 行政機関としての災害支援
のための組織的、継続的な活動
体制を構築することができる

(4) 応援要請の判断と迅速な決
定ができる

(5) 優先性の高い事項（順位）の
決定、判断ができる

(6) 専門職の知識・技術・経験の
総合性を発揮することができる

(7) 上層部の指示に基づき、状
況（予測・想定含む）に応じた早
急な意思決定、決断ができる

(8) 被災地の住民や支援従事者
の意向に沿って活動が進むよう
に上層部との調整を図ることが
できる

(9) 市町村での判断の苦慮の状
況に対し、県の協議の場を活用
して方針を確定させ、県からの
トップダウンによる調整を図るこ
とができる

(10) 復興期において保健福祉
の枠を超えてビジョンを描くこと
ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答

 

  



78 
 

資料 2-1 リーダーシップに関する項目 自己と他者の行動の管理・すべての人々や文化の尊重  

（全体）  

 

(11) 活動目的の共有と、役割分担、意思統一が図ることができる

(12) 支援従事者からの問題提起、積極的な提案を踏まえた方針決
定、合意形成をはかることができる

(13) 課題解決に向けて支援従事者間の気運を高めることができる

(14) 支援従事者間の支援の統一、連携のための体制整備を行うこと
ができる

(15) 協働する他者の感情と考えの理解、協働する他者の言葉で示さ
れない問題への気づきと支援について考慮できる

(16) 被災自治体の災害対応経験、マンパワー、組織内での保健師の
立場をアセスメントし、補完・代行すべき（補完・代行の支援を受けるべ
き）市町村の保健活動業務の内容を判断できる

(17) マンパワー提供による被災地への直接支援と市町村の統括保健
師の後方支援のそれぞれについて支援方針を立案できる（それぞれの
支援を受けるために情報提供できる）

(18) 支援者の交代時に活動の引き継ぎが確実に実施できる体制を整
備できる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 2-2 リーダーシップに関する項目 自己と他者の行動の管理・すべての人々や文化の尊重 

（所属群別）  

(12) 支援従事者からの問題提起、積極的な提
案を踏まえた方針決定、合意形成をはかること
ができる

(11) 活動目的の共有と、役割分担、意思統一
が図ることができる

(13) 課題解決に向けて支援従事者間の気運を
高めることができる

(14) 支援従事者間の支援の統一、連携のため
の体制整備を行うことができる

(15) 協働する他者の感情と考えの理解、協働
する他者の言葉で示されない問題への気づき
と支援について考慮できる

(16) 被災自治体の災害対応経験、マンパ
ワー、組織内での保健師の立場をアセスメント
し、補完・代行すべき（補完・代行の支援を受け
るべき）市町村の保健活動業務の内容を判断
できる

(17) マンパワー提供による被災地への直接支
援と市町村の統括保健師の後方支援のそれ
ぞれについて支援方針を立案できる（それぞれ
の支援を受けるために情報提供できる）

(18) 支援者の交代時に活動の引き継ぎが確
実に実施できる体制を整備できる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答
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資料 2-3 リーダーシップに関する項目 自己と他者の行動の管理・すべての人々や文化の尊重  

（災害時派遣・応援経験の有無別の比較）  

   

(12) 支援従事者からの問題提起、積極的な提
案を踏まえた方針決定、合意形成をはかること
ができる

(11) 活動目的の共有と、役割分担、意思統一
が図ることができる

(13) 課題解決に向けて支援従事者間の気運を
高めることができる

(14) 支援従事者間の支援の統一、連携のため
の体制整備を行うことができる

(15) 協働する他者の感情と考えの理解、協働
する他者の言葉で示されない問題への気づき
と支援について考慮できる

(16) 被災自治体の災害対応経験、マンパ
ワー、組織内での保健師の立場をアセスメント
し、補完・代行すべき（補完・代行の支援を受け
るべき）市町村の保健活動業務の内容を判断
できる

(17) マンパワー提供による被災地への直接支
援と市町村の統括保健師の後方支援のそれ
ぞれについて支援方針を立案できる（それぞれ
の支援を受けるために情報提供できる）

(18) 支援者の交代時に活動の引き継ぎが確
実に実施できる体制を整備できる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答

 

 
資  
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資料 2-4 リーダーシップに関する項目 自己と他者の行動の管理・すべての人々や文化の尊重  

（統括的な保健師としての災害対応の経験の有無別の比較）  

   

(12) 支援従事者からの問題提起、積極的な提
案を踏まえた方針決定、合意形成をはかること
ができる

(11) 活動目的の共有と、役割分担、意思統一
が図ることができる

(13) 課題解決に向けて支援従事者間の気運を
高めることができる

(14) 支援従事者間の支援の統一、連携のため
の体制整備を行うことができる

(15) 協働する他者の感情と考えの理解、協働
する他者の言葉で示されない問題への気づき
と支援について考慮できる

(16) 被災自治体の災害対応経験、マンパ
ワー、組織内での保健師の立場をアセスメント
し、補完・代行すべき（補完・代行の支援を受け
るべき）市町村の保健活動業務の内容を判断
できる

(17) マンパワー提供による被災地への直接支
援と市町村の統括保健師の後方支援のそれ
ぞれについて支援方針を立案できる（それぞれ
の支援を受けるために情報提供できる）

(18) 支援者の交代時に活動の引き継ぎが確
実に実施できる体制を整備できる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答
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資料 3-1 リーダーシップに関する項目 組織内外の関係者との協働の促進（全体）  

 

 

(19) 公衆衛生を基本とした広域的な保健活動を行うために情報の共
有、目標の確認、各役割の明確化に向けて必要な調整を行うことがで
きる

(20) 課題解決に向けたマンパワーの有効活用（受援）のためのコー
ディネート機能、連携システムの確立ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答

 
 

 

 

 

 

 

 

 
資料 3-2 リーダーシップに関する項目 組織内外の関係者との協働の促進（所属群別）  

(19) 公衆衛生を基本とした広域
的な保健活動を行うために情報
の共有、目標の確認、各役割の
明確化に向けて必要な調整を行
うことができる

(20) 課題解決に向けたマンパ
ワーの有効活用（受援）のため
のコーディネート機能、連携シス
テムの確立ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答

 



78 
 

資料 3-3 リーダーシップに関する項目 組織内外の関係者との協働の促進  

（災害時派遣・応援経験の有無別の比較  

(19) 公衆衛生を基本とした広域
的な保健活動を行うために情報
の共有、目標の確認、各役割の
明確化に向けて必要な調整を行
うことができる

(20) 課題解決に向けたマンパ
ワーの有効活用（受援）のため
のコーディネート機能、連携シス
テムの確立ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答

 

 

 

 
資料 3-4 リーダーシップに関する項目 組織内外の関係者との協働の促進  

（統括的な保健師としての災害対応の経験の有無別の比較）  

(19) 公衆衛生を基本とした広域
的な保健活動を行うために情報
の共有、目標の確認、各役割の
明確化に向けて必要な調整を行
うことができる

(20) 課題解決に向けたマンパ
ワーの有効活用（受援）のため
のコーディネート機能、連携シス
テムの確立ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 4-1 リーダーシップに関する項目 変化する状況への持続的対応（全体）  

 

 

(21)　支援ニーズや、マンパワーに応じた臨機応変な活動体制の推進
（県内、市町村内の応援体制構築を含む）ができる

(22) 指示命令系統、他分野との活動重複、サービスの浸透具合を評
価し、体制面の改善点を探ることができる

(23)　被災地ニーズに応じた必要な対策の企画、運営ができる

(24)　定期的な活動の検証、方向性の確認による重点項目の設定がで
きる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答

 
 

 

 

 
資料 4-2 リーダーシップに関する項目 変化する状況への持続的対応（所属群別）  

(24)　定期的な活動の検証、方
向性の確認による重点項目の設
定ができる

(21)　支援ニーズや、マンパワー
に応じた臨機応変な活動体制の
推進（県内、市町村内の応援体
制構築を含む）ができる

(22) 指示命令系統、他分野との
活動重複、サービスの浸透具合
を評価し、体制面の改善点を探
ることができる

(23)　被災地ニーズに応じた必
要な対策の企画、運営ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答

 



78 
 

資料 4-3 リーダーシップに関する項目 変化する状況への持続的対応  

（災害時派遣・応援経験の有無別の比較）  

 

(24)　定期的な活動の検証、方
向性の確認による重点項目の設
定ができる

(21)　支援ニーズや、マンパワー
に応じた臨機応変な活動体制の
推進（県内、市町村内の応援体
制構築を含む）ができる

(22) 指示命令系統、他分野との
活動重複、サービスの浸透具合
を評価し、体制面の改善点を探
ることができる

(23)　被災地ニーズに応じた必
要な対策の企画、運営ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答

 

 
資料 4-4 リーダーシップに関する項目 変化する状況への持続的対応  

（統括的な保健師としての災害対応の経験の有無別の比較）  

(24)　定期的な活動の検証、方
向性の確認による重点項目の設
定ができる

(21)　支援ニーズや、マンパワー
に応じた臨機応変な活動体制の
推進（県内、市町村内の応援体
制構築を含む）ができる

(22) 指示命令系統、他分野との
活動重複、サービスの浸透具合
を評価し、体制面の改善点を探
ることができる

(23)　被災地ニーズに応じた必
要な対策の企画、運営ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 5-1 リーダーシップに関する項目 自己の役割権限の遵守（全体）  

(25） 責任範囲とする活動全体の動き方の計画（1日単位及び当面半
年間）の提示ができる

(26)　統括的役割の遂行（冷静・的確な意思決定、活動の共有、災害
対策本部等への進言）ができる

(27) 災害時に公衆衛生の観点をもって迅速に対策に取り組めるよう、
保健師等の専門職が災害対策会議に参画できるシステムの検討と提
案ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料 5-2 リーダーシップに関する項目 自己の役割権限の遵守（所属群別）  

(25） 責任範囲とする活動全体
の動き方の計画（1日単位及び
当面半年間）の提示ができる

(26)　統括的役割の遂行（冷静・
的確な意思決定、活動の共有、
災害対策本部等への進言）がで
きる

(27) 災害時に公衆衛生の観点
をもって迅速に対策に取り組め
るよう、保健師等の専門職が災
害対策会議に参画できるシステ
ムの検討と提案ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答
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資料 5-3 リーダーシップに関する項目 自己の役割権限の遵守  

（災害時派遣・応援経験の有無別の比較）  

 

(25） 責任範囲とする活動全体
の動き方の計画（1日単位及び
当面半年間）の提示ができる

(26)　統括的役割の遂行（冷静・
的確な意思決定、活動の共有、
災害対策本部等への進言）がで
きる

(27) 災害時に公衆衛生の観点
をもって迅速に対策に取り組め
るよう、保健師等の専門職が災
害対策会議に参画できるシステ
ムの検討と提案ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答

 
 

 

 
資料 5-4 リーダーシップに関する項目 自己の役割権限の遵守  

（統括的な保健師としての災害対応の経験の有無別の比較）  

 

(25） 責任範囲とする活動全体
の動き方の計画（1日単位及び
当面半年間）の提示ができる

(26)　統括的役割の遂行（冷静・
的確な意思決定、活動の共有、
災害対策本部等への進言）がで
きる

(27) 災害時に公衆衛生の観点
をもって迅速に対策に取り組め
るよう、保健師等の専門職が災
害対策会議に参画できるシステ
ムの検討と提案ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答
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資料 6-1 情報知識の形成と運用に関する項目 情報収集の努力の指向力（全体）  

 

 

(28) 情報集約と発信の担当者を定め、活動基盤となる情報が一元的
に集まる体制をつくることができる

(29) 積極的かつ直接的に情報把握すべき地域と情報内容の焦点化及
びチーム編成を行うことができる

（30） 被害が甚大な地域の情報を住民及び保健師から直接得る手段
を開拓することができる

(31) 現場で活動している外部支援チームから情報が入る体制をつくる
ことができる

(32) ミーティングや支援チーム等からの報告をルール化することにより
1日の活動終了後に情報が集まる仕組みを構築することができる

(33) 所属組織の災害時の役割機能の観点から活動に役立てるべき情
報を収集し活動に反映させることができる

(34) 関係者から入手した情報を手掛かりに地域全体を指向した情報の
探索ができる

(35) 事業委託機関、医療従事者及び社協等の地域資源の被災状況と
活動再開状況の把握を指向することができる

(36) 避難者のうち要援護者の状況について行政が保有している既存
情報を活用することができる

(37) 健康調査の企画・実施・活用の体制をつくり、推進することができ
る

(38) 感染症対策のために必要な調査の企画ができる

(39) 外部支援の必要性の判断のため具体的な情報収集方法の検討
や工夫を図ることができる

(40) 時間経過に応じた対策の検討のため、継続的な情報収集、モニタ
リングができる

(41) 自治体の災害対策本部等の意思決定の場に保健師が参画できる
ように行政的な位置づけを図ることができる

(42) 非常時には平時の思考枠を外さなければならない局面が随所に
あることを意識することができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 6-2 情報知識の形成と運用に関する項目 情報収集の努力の指向力（所属群別）

 

(36) 避難者のうち要援護者の状
況について行政が保有している
既存情報を活用することができ
る

(28) 情報集約と発信の担当者を
定め、活動基盤となる情報が一
元的に集まる体制をつくることが
できる

(29) 積極的かつ直接的に情報
把握すべき地域と情報内容の焦
点化及びチーム編成を行うこと
ができる

（30） 被害が甚大な地域の情報
を住民及び保健師から直接得る
手段を開拓することができる

(31) 現場で活動している外部支
援チームから情報が入る体制を
つくることができる

(32) ミーティングや支援チーム
等からの報告をルール化するこ
とにより1日の活動終了後に情
報が集まる仕組みを構築するこ
とができる

(33) 所属組織の災害時の役割
機能の観点から活動に役立てる
べき情報を収集し活動に反映さ
せることができる

(34) 関係者から入手した情報を
手掛かりに地域全体を指向した
情報の探索ができる

(35) 事業委託機関、医療従事
者及び社協等の地域資源の被
災状況と活動再開状況の把握を
指向することができる

(37) 健康調査の企画・実施・活
用の体制をつくり、推進すること
ができる

(38) 感染症対策のために必要
な調査の企画ができる

(39) 外部支援の必要性の判断
のため具体的な情報収集方法
の検討や工夫を図ることができ
る

(40) 時間経過に応じた対策の検
討のため、継続的な情報収集、
モニタリングができる

(41) 自治体の災害対策本部等
の意思決定の場に保健師が参
画できるように行政的な位置づ
けを図ることができる

(42) 非常時には平時の思考枠
を外さなければならない局面が
随所にあることを意識することが
できる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答
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資料 6-3 情報知識の形成と運用に関する項目 情報収集の努力の指向力  

（災害時派遣・応援経験の有無別の比較）  

(36) 避難者のうち要援護者の状
況について行政が保有している
既存情報を活用することができ
る

(28) 情報集約と発信の担当者を
定め、活動基盤となる情報が一
元的に集まる体制をつくることが
できる

(29) 積極的かつ直接的に情報
把握すべき地域と情報内容の焦
点化及びチーム編成を行うこと
ができる

（30） 被害が甚大な地域の情報
を住民及び保健師から直接得る
手段を開拓することができる

(31) 現場で活動している外部支
援チームから情報が入る体制を
つくることができる

(32) ミーティングや支援チーム
等からの報告をルール化するこ
とにより1日の活動終了後に情
報が集まる仕組みを構築するこ
とができる

(33) 所属組織の災害時の役割
機能の観点から活動に役立てる
べき情報を収集し活動に反映さ
せることができる

(34) 関係者から入手した情報を
手掛かりに地域全体を指向した
情報の探索ができる

(35) 事業委託機関、医療従事
者及び社協等の地域資源の被
災状況と活動再開状況の把握を
指向することができる

(37) 健康調査の企画・実施・活
用の体制をつくり、推進すること
ができる

(38) 感染症対策のために必要
な調査の企画ができる

(39) 外部支援の必要性の判断
のため具体的な情報収集方法
の検討や工夫を図ることができ
る

(40) 時間経過に応じた対策の検
討のため、継続的な情報収集、
モニタリングができる

(41) 自治体の災害対策本部等
の意思決定の場に保健師が参
画できるように行政的な位置づ
けを図ることができる

(42) 非常時には平時の思考枠
を外さなければならない局面が
随所にあることを意識することが
できる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答

 



78 
 

資料 6-4 情報知識の形成と運用に関する項目 情報収集の努力の指向力  

（統括的な保健師としての災害対応の経験の有無別の比較）  

(36) 避難者のうち要援護者の状
況について行政が保有している
既存情報を活用することができ
る

(28) 情報集約と発信の担当者を
定め、活動基盤となる情報が一
元的に集まる体制をつくることが
できる

(29) 積極的かつ直接的に情報
把握すべき地域と情報内容の焦
点化及びチーム編成を行うこと
ができる

（30） 被害が甚大な地域の情報
を住民及び保健師から直接得る
手段を開拓することができる

(31) 現場で活動している外部支
援チームから情報が入る体制を
つくることができる

(32) ミーティングや支援チーム
等からの報告をルール化するこ
とにより1日の活動終了後に情
報が集まる仕組みを構築するこ
とができる

(33) 所属組織の災害時の役割
機能の観点から活動に役立てる
べき情報を収集し活動に反映さ
せることができる

(34) 関係者から入手した情報を
手掛かりに地域全体を指向した
情報の探索ができる

(35) 事業委託機関、医療従事
者及び社協等の地域資源の被
災状況と活動再開状況の把握を
指向することができる

(37) 健康調査の企画・実施・活
用の体制をつくり、推進すること
ができる

(38) 感染症対策のために必要
な調査の企画ができる

(39) 外部支援の必要性の判断
のため具体的な情報収集方法
の検討や工夫を図ることができ
る

(40) 時間経過に応じた対策の検
討のため、継続的な情報収集、
モニタリングができる

(41) 自治体の災害対策本部等
の意思決定の場に保健師が参
画できるように行政的な位置づ
けを図ることができる

(42) 非常時には平時の思考枠
を外さなければならない局面が
随所にあることを意識することが
できる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答
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資料 7-1 情報知識の形成と運用に関する項目 情報収集力（全体）  

 

(43) 自分が把握すべき情報と情報収集源を認識し、情報収集すること
ができる

(44) 職員の出勤状況などアウトリーチによる断片的な情報の統合から
状況を判断することができる

(45) 災害対策本部との連携により情報収集を図ることができる

(46) 孤立地域等、保健師単独で接近が困難な地域に対しては自衛隊
の救護チームに同行する等の手段を開拓し活用することができる

(47) 緊急対応が想定される関係部署職員との協働支援による情報収
集、対応の指示ができる

(48) 調査規模、実現可能性を検討した上で情報収集の方法を検討で
きる（一次スクリーニングは派遣支援者、二次スクリーニングは地元保
健師など）

(49) 住民の状況に合わせて適切な情報源を選択することができる

(50) 地域資源について情報収集することができる

(51) 健康支援ニーズ、支援活動量の算定のために報告様式、記録様
式を定めて情報を収集することができる

(52) 情報収集や連絡が困難な場合は出向いて確認するよう指示を出
すことができる

（53) 関係者会議の早期開催により情報収集、関係者間の共有を図る
ことができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 7-2 情報知識の形成と運用に関する項目 情報収集力（所属群別）  

 

(48) 調査規模、実現可能性を検
討した上で情報収集の方法を検
討できる（一次スクリーニングは
派遣支援者、二次スクリーニン
グは地元保健師など）

(43) 自分が把握すべき情報と情
報収集源を認識し、情報収集す
ることができる

(44) 職員の出勤状況などアウト
リーチによる断片的な情報の統
合から状況を判断することがで
きる

(45) 災害対策本部との連携によ
り情報収集を図ることができる

(46) 孤立地域等、保健師単独で
接近が困難な地域に対しては自
衛隊の救護チームに同行する
等の手段を開拓し活用すること
ができる

(47) 緊急対応が想定される関係
部署職員との協働支援による情
報収集、対応の指示ができる

(49) 住民の状況に合わせて適
切な情報源を選択することがで
きる

(50) 地域資源について情報収
集することができる

(51) 健康支援ニーズ、支援活動
量の算定のために報告様式、記
録様式を定めて情報を収集する
ことができる

(52) 情報収集や連絡が困難な
場合は出向いて確認するよう指
示を出すことができる

（53) 関係者会議の早期開催に
より情報収集、関係者間の共有
を図ることができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答
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資料 7-3 情報知識の形成と運用に関する項目 情報収集力  

（災害時派遣・応援経験の有無別の比較）  

(48) 調査規模、実現可能性を検
討した上で情報収集の方法を検
討できる（一次スクリーニングは
派遣支援者、二次スクリーニン
グは地元保健師など）

(43) 自分が把握すべき情報と情
報収集源を認識し、情報収集す
ることができる

(44) 職員の出勤状況などアウト
リーチによる断片的な情報の統
合から状況を判断することがで
きる

(45) 災害対策本部との連携によ
り情報収集を図ることができる

(46) 孤立地域等、保健師単独で
接近が困難な地域に対しては自
衛隊の救護チームに同行する
等の手段を開拓し活用すること
ができる

(47) 緊急対応が想定される関係
部署職員との協働支援による情
報収集、対応の指示ができる

(49) 住民の状況に合わせて適
切な情報源を選択することがで
きる

(50) 地域資源について情報収
集することができる

(51) 健康支援ニーズ、支援活動
量の算定のために報告様式、記
録様式を定めて情報を収集する
ことができる

(52) 情報収集や連絡が困難な
場合は出向いて確認するよう指
示を出すことができる

（53) 関係者会議の早期開催に
より情報収集、関係者間の共有
を図ることができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答
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資料 7-4 情報知識の形成と運用に関する項目 情報収集力  

（統括的な保健師としての災害対応の経験の有無別の比較）  

 

(48) 調査規模、実現可能性を検
討した上で情報収集の方法を検
討できる（一次スクリーニングは
派遣支援者、二次スクリーニン
グは地元保健師など）

(43) 自分が把握すべき情報と情
報収集源を認識し、情報収集す
ることができる

(44) 職員の出勤状況などアウト
リーチによる断片的な情報の統
合から状況を判断することがで
きる

(45) 災害対策本部との連携によ
り情報収集を図ることができる

(46) 孤立地域等、保健師単独で
接近が困難な地域に対しては自
衛隊の救護チームに同行する
等の手段を開拓し活用すること
ができる

(47) 緊急対応が想定される関係
部署職員との協働支援による情
報収集、対応の指示ができる

(49) 住民の状況に合わせて適
切な情報源を選択することがで
きる

(50) 地域資源について情報収
集することができる

(51) 健康支援ニーズ、支援活動
量の算定のために報告様式、記
録様式を定めて情報を収集する
ことができる

(52) 情報収集や連絡が困難な
場合は出向いて確認するよう指
示を出すことができる

（53) 関係者会議の早期開催に
より情報収集、関係者間の共有
を図ることができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答
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資料 8-1 情報知識の形成と運用に関する項目 情報収の分析力（全体）  

 

(54) 平時の保健師活動や過去の経験を活かして状況を把握すること
ができる

(55) 被災前後の状況の差を発見することができる

(56) 被災前の住民の健康課題と被災後の避難生活を関連づけて分析
することができる

(57) 庁内のどの部署にどのような情報を伝えるとどの問題が解決され
るかを意識して分析することができる

(58) 平時の活動での蓄積を基に地区の誰に還元したらよいか分析す
ることができる

（59） 被災後の変化する状況に応じて重要な課題、優先的に取り組む
べき課題を見出すことができる

(60) 収集した情報から支援必要量や内容を算定することができる

(61) 健康調査等の結果から地元保健師の実施すべき活動内容と応援
保健師等支援者への依頼内容と、各々の優先順位を分析することが
できる

(62) 優先順位や効率性について整理し、限られた資源の中でどれだけ
パフォーマンスを上げることができるか考えることができる

(63） 調査統計、分析に地元研究機関（大学）等の活用を図ることがで
きる

(64) 被災者のみならず住民全体の支援ニーズﾞを分析することができ
る

(65) 多岐にわたる複雑な問題や状況を系統的に分解し、いくつかの解
決策を見出すことができる

(66) 所内会議を開催し、課題抽出と今後の活動見通しについて検討を
進めることができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答
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資料 8-2 情報知識の形成と運用に関する項目 情報収の分析力（所属群別）  

 

 

 

 

(60) 収集した情報から支援必要
量や内容を算定することができ
る

(54) 平時の保健師活動や過去
の経験を活かして状況を把握す
ることができる

(55) 被災前後の状況の差を発
見することができる

(56) 被災前の住民の健康課題
と被災後の避難生活を関連づけ
て分析することができる

(57) 庁内のどの部署にどのよう
な情報を伝えるとどの問題が解
決されるかを意識して分析する
ことができる

(58) 平時の活動での蓄積を基
に地区の誰に還元したらよいか
分析することができる

（59） 被災後の変化する状況に
応じて重要な課題、優先的に取
り組むべき課題を見出すことが
できる

(61) 健康調査等の結果から地
元保健師の実施すべき活動内
容と応援保健師等支援者への
依頼内容と、各々の優先順位を
分析することができる

(62) 優先順位や効率性につい
て整理し、限られた資源の中で
どれだけパフォーマンスを上げ
ることができるか考えることがで
きる

(63） 調査統計、分析に地元研
究機関（大学）等の活用を図るこ
とができる

(64) 被災者のみならず住民全
体の支援ニーズﾞを分析すること
ができる

(65) 多岐にわたる複雑な問題や
状況を系統的に分解し、いくつか
の解決策を見出すことができる

(66) 所内会議を開催し、課題抽
出と今後の活動見通しについて
検討を進めることができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 8-3 情報知識の形成と運用に関する項目 情報収の分析力  

（災害時派遣・応援経験の有無別の比較）  

 

(60) 収集した情報から支援必要
量や内容を算定することができる

(54) 平時の保健師活動や過去の
経験を活かして状況を把握するこ
とができる

(55) 被災前後の状況の差を発見
することができる

(56) 被災前の住民の健康課題と
被災後の避難生活を関連づけて
分析することができる

(57) 庁内のどの部署にどのような
情報を伝えるとどの問題が解決さ
れるかを意識して分析することが
できる

(58) 平時の活動での蓄積を基に
地区の誰に還元したらよいか分析
することができる

（59） 被災後の変化する状況に応
じて重要な課題、優先的に取り組
むべき課題を見出すことができる

(61) 健康調査等の結果から地元
保健師の実施すべき活動内容と
応援保健師等支援者への依頼内
容と、各々の優先順位を分析する
ことができる

(62) 優先順位や効率性について
整理し、限られた資源の中でどれ
だけパフォーマンスを上げること
ができるか考えることができる

(63） 調査統計、分析に地元研究
機関（大学）等の活用を図ること
ができる

(64) 被災者のみならず住民全体
の支援ニーズﾞを分析することが
できる

(65) 多岐にわたる複雑な問題や
状況を系統的に分解し、いくつか
の解決策を見出すことができる

(66) 所内会議を開催し、課題抽
出と今後の活動見通しについて検
討を進めることができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答
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資料 8-4 情報知識の形成と運用に関する項目 情報収の分析力  

（統括的な保健師としての災害対応の経験の有無別の比較）  

 

(60) 収集した情報から支援必要
量や内容を算定することができる

(54) 平時の保健師活動や過去の
経験を活かして状況を把握するこ
とができる

(55) 被災前後の状況の差を発見
することができる

(56) 被災前の住民の健康課題と
被災後の避難生活を関連づけて
分析することができる

(57) 庁内のどの部署にどのよう
な情報を伝えるとどの問題が解
決されるかを意識して分析するこ
とができる

(58) 平時の活動での蓄積を基に
地区の誰に還元したらよいか分
析することができる

（59） 被災後の変化する状況に
応じて重要な課題、優先的に取り
組むべき課題を見出すことができ
る

(61) 健康調査等の結果から地元
保健師の実施すべき活動内容と
応援保健師等支援者への依頼内
容と、各々の優先順位を分析す
ることができる

(62) 優先順位や効率性について
整理し、限られた資源の中でどれ
だけパフォーマンスを上げること
ができるか考えることができる

(63） 調査統計、分析に地元研究
機関（大学）等の活用を図ること
ができる

(64) 被災者のみならず住民全体
の支援ニーズﾞを分析することが
できる

(65) 多岐にわたる複雑な問題や
状況を系統的に分解し、いくつか
の解決策を見出すことができる

(66) 所内会議を開催し、課題抽
出と今後の活動見通しについて
検討を進めることができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答
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資料 9-1 情報知識の形成と運用に関する項目 情報の使用・活用力（全体）  

 

(67) 得られた正確な情報を、行政、専門家、市民など関係者間で共有
し、相互に意思疎通を図ることができる

(68) 情報収集結果から、NPO等の民間団体を含め必要な関係部署へ
の連携、調整を図ることができる

(69) 情報分析結果から、重点支援を要する地域を明確にし、必要な組
織体制の構築、対策の推進に活用できる

(70) 応援の必要性に対して支援の授受に関与する相互の組織の意向
と目的を確認する調整を行うことができる

(71) 情報分析結果から必要な対策の推進のため関係部署や、上層部
への説明を行い、施策化への了解を得ることができる

(72) 住民に有効な情報を還元（普及啓発）できる仕組みの構築ができ
る

(73) 情報共有、対策検討の機会となる事業の早期再開や企画ができ
る

(74) 活動の経験知を継承することを目的に、実践経験の取りまとめと、
その活用ができる（報告集作成、研修会企画等）

(75) 国・県・市町村の災害時の行政連絡ルートの確保と共に実態を踏
まえた連絡の新たな仕組みを創ることができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答
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資料 9-2 情報知識の形成と運用に関する項目 情報の使用・活用力（所属群別）  

(72) 住民に有効な情報を還元
（普及啓発）できる仕組みの構築
ができる

(67) 得られた正確な情報を、行
政、専門家、市民など関係者間
で共有し、相互に意思疎通を図
ることができる

(68) 情報収集結果から、NPO等
の民間団体を含め必要な関係
部署への連携、調整を図ること
ができる

(69) 情報分析結果から、重点支
援を要する地域を明確にし、必
要な組織体制の構築、対策の推
進に活用できる

(70) 応援の必要性に対して支援
の授受に関与する相互の組織
の意向と目的を確認する調整を
行うことができる

(71) 情報分析結果から必要な
対策の推進のため関係部署や、
上層部への説明を行い、施策化
への了解を得ることができる

(73) 情報共有、対策検討の機
会となる事業の早期再開や企画
ができる

(74) 活動の経験知を継承するこ
とを目的に、実践経験の取りまと
めと、その活用ができる（報告集
作成、研修会企画等）

(75) 国・県・市町村の災害時の
行政連絡ルートの確保と共に実
態を踏まえた連絡の新たな仕組
みを創ることができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 9-3 情報知識の形成と運用に関する項目 情報の使用・活用力  

（災害時派遣・応援経験の有無別の比較）  

(72) 住民に有効な情報を還元（普
及啓発）できる仕組みの構築がで
きる

(67) 得られた正確な情報を、行
政、専門家、市民など関係者間で
共有し、相互に意思疎通を図るこ
とができる

(68) 情報収集結果から、NPO等
の民間団体を含め必要な関係部
署への連携、調整を図ることがで
きる

(69) 情報分析結果から、重点支
援を要する地域を明確にし、必要
な組織体制の構築、対策の推進
に活用できる

(70) 応援の必要性に対して支援
の授受に関与する相互の組織の
意向と目的を確認する調整を行う
ことができる

(71) 情報分析結果から必要な対
策の推進のため関係部署や、上
層部への説明を行い、施策化へ
の了解を得ることができる

(73) 情報共有、対策検討の機会
となる事業の早期再開や企画が
できる

(74) 活動の経験知を継承するこ
とを目的に、実践経験の取りまと
めと、その活用ができる（報告集
作成、研修会企画等）

(75) 国・県・市町村の災害時の行
政連絡ルートの確保と共に実態を
踏まえた連絡の新たな仕組みを
創ることができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 9-4 情報知識の形成と運用に関する項目 情報の使用・活用力  

（統括的な保健師としての災害対応の経験の有無別の比較）  

(72) 住民に有効な情報を還元
（普及啓発）できる仕組みの構築
ができる

(67) 得られた正確な情報を、行
政、専門家、市民など関係者間
で共有し、相互に意思疎通を図る
ことができる

(68) 情報収集結果から、NPO等
の民間団体を含め必要な関係部
署への連携、調整を図ることがで
きる

(69) 情報分析結果から、重点支
援を要する地域を明確にし、必要
な組織体制の構築、対策の推進
に活用できる

(70) 応援の必要性に対して支援
の授受に関与する相互の組織の
意向と目的を確認する調整を行う
ことができる

(71) 情報分析結果から必要な対
策の推進のため関係部署や、上
層部への説明を行い、施策化へ
の了解を得ることができる

(73) 情報共有、対策検討の機会
となる事業の早期再開や企画が
できる

(74) 活動の経験知を継承するこ
とを目的に、実践経験の取りまと
めと、その活用ができる（報告集
作成、研修会企画等）

(75) 国・県・市町村の災害時の行
政連絡ルートの確保と共に実態
を踏まえた連絡の新たな仕組み
を創ることができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 10-1 計画策定と推進に関する項目（全体）  

 

(76) 状況変化やスピードに応じたPDCAの展開を図ることができる

(77) 被災の影響や格差を考慮した対策を講じることができる

(78) 中長期的な活動方針の検討と、活動推進のために関係機関及び
住民組織との連携、調整を図ることができる

(79) 想定される対策推進に必要な予算措置、事業化・施策化のための
粘り強い交渉を行うことができる

(80) 通常業務再開の準備・調整と推進、被災状況や被災後のマンパ
ワーを考慮して事業を企画することができる

(81) 派遣支援経験を活かした自組織における災害対策の強化（マニュ
アル、研修など）を図ることができる

(82) 統括的立場の保健師の補佐を配置し、中枢機能の強化を図ること
ができる

(83) 災害時公衆衛生対策チームのような外部の専門家チームを活用
することより、保健活動の見通しを立てることができる

(84) 復興経過を見据えた対策の検討と推進ができる

(85) 復興期においてNPO等の民間を含め多様なネットワークをつくり、
住民が主体となれるよう支援することができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 10-2 計画策定と推進に関する項目（所属群別）  

(84) 復興経過を見据えた対策
の検討と推進ができる

(76) 状況変化やスピードに応じ
たPDCAの展開を図ることができ
る

(77) 被災の影響や格差を考慮し
た対策を講じることができる

(78) 中長期的な活動方針の検
討と、活動推進のために関係機
関及び住民組織との連携、調整
を図ることができる

(79) 想定される対策推進に必要
な予算措置、事業化・施策化の
ための粘り強い交渉を行うこと
ができる

(80) 通常業務再開の準備・調整
と推進、被災状況や被災後のマ
ンパワーを考慮して事業を企画
することができる

(81) 派遣支援経験を活かした自
組織における災害対策の強化
（マニュアル、研修など）を図るこ
とができる

(82) 統括的立場の保健師の補
佐を配置し、中枢機能の強化を
図ることができる

(83) 災害時公衆衛生対策チー
ムのような外部の専門家チーム
を活用することより、保健活動の
見通しを立てることができる

(85) 復興期においてNPO等の民
間を含め多様なネットワークをつ
くり、住民が主体となれるよう支
援することができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 10-3 計画策定と推進に関する項目（災害時派遣・応援経験の有無別の比較）  

(84) 復興経過を見据えた対策の
検討と推進ができる

(76) 状況変化やスピードに応じた
PDCAの展開を図ることができる

(77) 被災の影響や格差を考慮し
た対策を講じることができる

(78) 中長期的な活動方針の検討
と、活動推進のために関係機関
及び住民組織との連携、調整を
図ることができる

(79) 想定される対策推進に必要
な予算措置、事業化・施策化のた
めの粘り強い交渉を行うことがで
きる

(80) 通常業務再開の準備・調整
と推進、被災状況や被災後のマン
パワーを考慮して事業を企画する
ことができる

(81) 派遣支援経験を活かした自
組織における災害対策の強化（マ
ニュアル、研修など）を図ることが
できる

(82) 統括的立場の保健師の補佐
を配置し、中枢機能の強化を図る
ことができる

(83) 災害時公衆衛生対策チーム
のような外部の専門家チームを活
用することより、保健活動の見通
しを立てることができる

(85) 復興期においてNPO等の民
間を含め多様なネットワークをつく
り、住民が主体となれるよう支援
することができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 10-4 計画策定と推進に関する項目（統括的な保健師としての災害対応の経験の有無別の比

較）  

(84) 復興経過を見据えた対策の
検討と推進ができる

(76) 状況変化やスピードに応じた
PDCAの展開を図ることができる

(77) 被災の影響や格差を考慮し
た対策を講じることができる

(78) 中長期的な活動方針の検討
と、活動推進のために関係機関
及び住民組織との連携、調整を
図ることができる

(79) 想定される対策推進に必要
な予算措置、事業化・施策化のた
めの粘り強い交渉を行うことがで
きる

(80) 通常業務再開の準備・調整
と推進、被災状況や被災後のマ
ンパワーを考慮して事業を企画
することができる

(81) 派遣支援経験を活かした自
組織における災害対策の強化（マ
ニュアル、研修など）を図ることが
できる

(82) 統括的立場の保健師の補佐
を配置し、中枢機能の強化を図る
ことができる

(83) 災害時公衆衛生対策チーム
のような外部の専門家チームを
活用することより、保健活動の見
通しを立てることができる

(85) 復興期においてNPO等の民
間を含め多様なネットワークをつ
くり、住民が主体となれるよう支援
することができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 11-1 職員の健康安全管理に関する項目（全体）  

 

(86) 職員や支援従事者の勤務・休息などの体制を整備することができ
る

(87) 健康管理の実施体制を整備することができる

(88) こころのケアの個別対応と普及啓発の企画、実施ができる

(89) 職員の健康管理に関して総務課職員との情報共有、対策の検討
と実施ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答

 
 

 

 

 

 
資料 11-2 職員の健康安全管理に関する項目（所属群別）  

(86) 職員や支援従事者の勤務・
休息などの体制を整備すること
ができる

(87) 健康管理の実施体制を整
備することができる

(88) こころのケアの個別対応と
普及啓発の企画、実施ができる

(89) 職員の健康管理に関して総
務課職員との情報共有、対策の
検討と実施ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 11-3 職員の健康安全管理に関する項目（災害時派遣・応援経験の有無別の比較）  

(86) 職員や支援従事者の勤務・
休息などの体制を整備することが
できる

(87) 健康管理の実施体制を整備
することができる

(88) こころのケアの個別対応と普
及啓発の企画、実施ができる

(89) 職員の健康管理に関して総
務課職員との情報共有、対策の
検討と実施ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答

 
 

 
資料 11-4 職員の健康安全管理に関する項目  

（統括的な保健師としての災害対応の経験の有無別の比較）  

(86) 職員や支援従事者の勤務・
休息などの体制を整備すること
ができる

(87) 健康管理の実施体制を整備
することができる

(88) こころのケアの個別対応と
普及啓発の企画、実施ができる

(89) 職員の健康管理に関して総
務課職員との情報共有、対策の
検討と実施ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答
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資料12 調査票 

ID        
平成28年度厚生労働科学研究費補助金 健康安全・危機管理対策総合研究事業（研究代表者 宮﨑美砂子） 

「災害対策における地域保健活動推進のための管理体制運用マニュアル実用化研究」（H28－健危－一般－004） 

 

 

 

 

 

 

 

調査票 
（全部で９ページあります） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

調査票記入後は、返信用封筒に以下を入れて 
平成29年1月31日（火）までに 返送くださいますよう、お願い申し上げます。 
 
□ 本調査票 
□ 別紙（調査結果報告書の送付希望書）※送付を希望される場合 

 
 
 

統括的役割を担う保健師の災害時のコンピテンシー  

（実践能力）、役割・権限、育成方法に関する意見調査 

【問合せ先】 千葉大学大学院看護学研究科 地域創成看護学分野・地域看護学領域  

（研究代表者）宮﨑  美砂子   Email：miyamisa@faculty.chiba-u.jp 
（事務局）  形部 直子       Email：gyobu@chiba-u.jp  

〒260-8672 千葉市中央区亥鼻１－８－１ TEL：043-226-2435 FAX：043-226-2435 
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Ⅰ．あなたご自身についてうかがいます。該当する記号に○を付けてください。 

 

１）所属（勤務場所） 
1. 都道府県の本庁   2. 指定都市・中核市・政令市の本庁 

3. 保健所       4. 市町村 

２）年代 1. 30歳代   2. 40歳代   3. 50歳代   4. 60歳代   5. その他 

３）あなたの保健師としての
経験年数 

1. 10年未満     2. 10年から 20年未満     3. 20年以上 

４）現在の所属部署 

1. 保健部門      2. 保健福祉部門 
3. 福祉部門（児童・高齢者・障害者等）  4.介護保険部門 
5. 企画調整部門    6. 危機管理部門（感染症対策、防災対策を含む） 
7. その他（                          ）  

５）職位 
（相当するものを回答ください） 

1. 部局長級  2. 次長級  3. 課長級  4. 課長補佐級  5. 係長級 
6. その他  

６）統括的役割を担う 
保健師としての経験年数 

1. 1年   2. 2年～5年   3. 6年～9年   4. 10年以上 

７）あなた自身の災害時 
保健活動経験の有無 

(1) 被災現地の立場としての経験           1. あり   2. なし 
(2) 派遣者・応援者としての経験           1. あり   2. なし 
(3) 統括的な保健師としての災害対応の経験（調整等） 1. あり   2. なし 

 
 

Ⅱ．所属組織における統括保健師の平時の体制についてうかがいます。 

該当する箇所に数字を記入、または〇を付けてください。  

 

１）統括保健師の配置人数 

統括保健師の配置人数 （    ）人 

※ 複数名配置している場合、配属先は？ 

1. １つの部署に複数名を配置  2. 複数の部門・単位に分かれて配置 

２）統括保健師の 
役割等の明文化の有無 

統括保健師の役割及び権限・責任の範囲は、所属組織において明文化されています
か 
1. 明文化されている      2. 明文化されていない 

３）統括保健師の辞令発令 統括保健師の辞令の発令はありますか   1. ある   2. ない 

 
 
 
 

Ⅲ．所属組織における統括保健師の災害時の役割等についてうかがいます。 
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１） 所属自治体の地域防災計画またはマニュアル等において、統括保健師の位置づけ、役割、権限・責任の範囲は、 
平時の準備段階、及び応急対応段階のそれぞれにおいて、どのように記載されていますか？（自由記載） 

・平時の準備段階 
 
 
 
・応急対応段階 
 
 
 
 

  
２） あなたご自身は、統括保健師の災害時の役割及び権限・責任の範囲についてどのようにあるべきだと 
考えていますか？（自由記載） 

 
 
 
 
 

 
 

Ⅳ．意見調査１：統括保健師の災害時のコンピテンシー（実践能力）についてうかがいます。 

以下に、統括保健師に必要と考えられる災害時のコンピテンシーの項目内容を示しました。 
項目ごとに5段階で、すなわち、４「とても重要である」、３「重要である」、２「あまり重要でない」、１「重要で
ない」、０「（コンピテンシーに）該当しない」の中から、あなたの考えとして最も近いものを選んで○を付けてくだ
さい。 

統括保健師の災害時のコンピテンシー（実践能力）の 
項目内容 

 

と
て
も
重
要
で
あ
る 

重
要
で
あ
る 

 

あ
ま
り
重
要
で
な
い 

重
要
で
な
い 

該
当
し
な
い 

理由・意見があれば 

記入下さい 

1. リーダーシップに関する項目 

＜非常時の意思決定＞ 

(1) ライフラインの被害状況、被災地の孤立状況、避難住民の

状況等から災害対応の長期化を予測することができる 
４ ３ ２ １ ０  

(2) 活動方針と指示命令系統を明確にすることができる ４ ３ ２ １ ０  

(3) 行政機関としての災害支援のための組織的、継続的な活

動体制を構築することができる 
４ ３ ２ １ ０  

(4) 応援要請の判断と迅速な決定ができる ４ ３ ２ １ ０  
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統括保健師の災害時のコンピテンシー（実践能力）の項目内容 

と
て
も
重
要
で
あ
る 

重
要
で
あ
る 

あ
ま
り
重
要
で
な
い 

重
要
で
な
い 

該
当
し
な
い 

理由・意見があれば 

記入下さい 

(5) 優先性の高い事項（順位）の決定、判断ができる ４ ３ ２ １ ０  

(6) 専門職の知識・技術・経験の総合性を発揮することができ

る 
４ ３ ２ １ ０  

(7) 上層部の指示に基づき、状況（予測・想定含む）に応じた早

急な意思決定、決断ができる 
４ ３ ２ １ ０  

(8) 被災地の住民や支援従事者の意向に沿って活動が進むよ

うに上層部との調整を図ることができる 
４ ３ ２ １ ０  

(9) 市町村での判断の苦慮の状況に対し、県の協議の場を活

用して方針を確定させ、県からのトップダウンによる調整を図る

ことができる 

４ ３ ２ １ ０  

(10) 復興期において保健福祉の枠を超えてビジョンを描くこと
ができる 

４ ３ ２ １ ０  

＜自己と他者の行動の管理・すべての人々や文化の尊重＞ 

(11) 活動目的の共有と、役割分担、意思統一が図ることができ
る 

４ ３ ２ １ ０  

(12) 支援従事者からの問題提起、積極的な提案を踏まえた方
針決定、合意形成をはかることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(13) 課題解決に向けて支援従事者間の気運を高めることができ
る 

４ ３ ２ １ ０  

(14) 支援従事者間の支援の統一、連携のための体制整備を
行うことができる 

４ ３ ２ １ ０  

(15) 協働する他者の感情と考えの理解、協働する他者の言葉
で示されない問題への気づきと支援について考慮できる 

４ ３ ２ １ ０  

(16) 被災自治体の災害対応経験、マンパワー、組織内での保
健師の立場をアセスメントし、補完・代行すべき（補完・代行の
支援を受けるべき）市町村の保健活動業務の内容を判断でき
る 

４ ３ ２ １ ０  

(17) マンパワー提供による被災地への直接支援と市町村の統
括保健師の後方支援のそれぞれについて支援方針を立案でき
る（それぞれの支援を受けるために情報提供できる） 

４ ３ ２ １ ０  

(18) 支援者の交代時に活動の引き継ぎが確実に実施できる体
制を整備できる 

４ ３ ２ １ ０  

＜組織内外の関係者との協働の促進＞ 

(19) 公衆衛生を基本とした広域的な保健活動を行うために情
報の共有、目標の確認、各役割の明確化に向けて必要な調整
を行うことができる 

４ ３ ２ １ ０  

(20) 課題解決に向けたマンパワーの有効活用（受援）のため
のコーディネート機能、連携システムの確立ができる 

 
４ ３ ２ １ ０  
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統括保健師の災害時のコンピテンシー（実践能力）の項目内容 

と
て
も
重
要
で
あ
る 

重
要
で
あ
る 

あ
ま
り
重
要
で
な
い 

重
要
で
な
い 

該
当
し
な
い 

理由・意見があれば 

記入下さい 

＜変化する状況への持続的対応＞ 

(21) 支援ニーズや、マンパワーに応じた臨機応変な活動体制
の推進（県内、市町村内の応援体制構築を含む）ができる 

４ ３ ２ １ ０  

(22) 指示命令系統、他分野との活動重複、サービスの浸透具
合を評価し、体制面の改善点を探ることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(23) 被災地ニーズに応じた必要な対策の企画、運営ができる ４ ３ ２ １ ０  

(24) 定期的な活動の検証、方向性の確認による重点項目の
設定ができる 

４ ３ ２ １ ０  

＜自己の役割権限の遵守＞ 

(25） 責任範囲とする活動全体の動き方の計画（1 日単位及び
当面半年間）の提示ができる 

４ ３ ２ １ ０  

(26) 統括的役割の遂行（冷静・的確な意思決定、活動の共
有、災害対策本部等への進言）ができる 

４ ３ ２ １ ０  

(27) 災害時に公衆衛生の観点をもって迅速に対策に取り組め
るよう、保健師等の専門職が災害対策会議に参画できるシス
テムの検討と提案ができる 

４ ３ ２ １ ０  

2. 情報知識の形成と運用に関する項目 

＜情報収集の努力の指向力＞ 

(28) 情報集約と発信の担当者を定め、活動基盤となる情報が
一元的に集まる体制をつくることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(29) 積極的かつ直接的に情報把握すべき地域と情報内容の
焦点化及びチーム編成を行うことができる 

４ ３ ２ １ ０  

（30） 被害が甚大な地域の情報を住民及び保健師から直接得
る手段を開拓することができる 

４ ３ ２ １ ０  

(31) 現場で活動している外部支援チームから情報が入る体制
をつくることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(32) ミーティングや支援チーム等からの報告をルール化するこ
とにより1日の活動終了後に情報が集まる仕組みを構築するこ
とができる 

４ ３ ２ １ ０  

(33) 所属組織の災害時の役割機能の観点から活動に役立て
るべき情報を収集し活動に反映させることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(34) 関係者から入手した情報を手掛かりに地域全体を指向し
た情報の探索ができる 

４ ３ ２ １ ０  

(35) 事業委託機関、医療従事者及び社協等の地域資源の被
災状況と活動再開状況の把握を指向することができる 

４ ３ ２ １ ０  

(36) 避難者のうち要援護者の状況について行政が保有してい
る既存情報を活用することができる 

４ ３ ２ １ ０  



136 
 

統括保健師の災害時のコンピテンシー（実践能力）の項目内容 

と
て
も
重
要
で
あ
る 

重
要
で
あ
る 

あ
ま
り
重
要
で
な
い 

重
要
で
な
い 

該
当
し
な
い 

理由・意見があれば 

記入下さい 

(37) 健康調査の企画・実施・活用の体制をつくり、推進すること
ができる 

４ ３ ２ １ ０  

(38) 感染症対策のために必要な調査の企画ができる ４ ３ ２ １ ０  

(39) 外部支援の必要性の判断のため具体的な情報収集方法
の検討や工夫を図ることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(40) 時間経過に応じた対策の検討のため、継続的な情報収
集、モニタリングができる 

４ ３ ２ １ ０  

(41) 自治体の災害対策本部等の意思決定の場に保健師が参
画できるように行政的な位置づけを図ることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(42) 非常時には平時の思考枠を外さなければならない局面が
随所にあることを意識することができる 

４ ３ ２ １ ０  

＜情報収集力＞  

(43) 自分が把握すべき情報と情報収集源を認識し、情報収集
することができる 

４ ３ ２ １ ０  

(44) 職員の出勤状況などアウトリーチによる断片的な情報の
統合から状況を判断することができる 

４ ３ ２ １ ０  

(45) 災害対策本部との連携により情報収集を図ることができる ４ ３ ２ １ ０  

(46) 孤立地域等、保健師単独で接近が困難な地域に対しては
自衛隊の救護チームに同行する等の手段を開拓し活用するこ
とができる 

４ ３ ２ １ ０  

(47) 緊急対応が想定される関係部署職員との協働支援による
情報収集、対応の指示ができる 

４ ３ ２ １ ０  

(48) 調査規模、実現可能性を検討した上で情報収集の方法を
検討できる（一次スクリーニングは派遣支援者、二次スクリー
ニングは地元保健師など） 

４ ３ ２ １ ０  

(49) 住民の状況に合わせて適切な情報源を選択することができ
る 

４ ３ ２ １ ０  

(50) 地域資源について情報収集することができる ４ ３ ２ １ ０  

(51) 健康支援ニーズ、支援活動量の算定のために報告様式、
記録様式を定めて情報を収集することができる 

４ ３ ２ １ ０  

(52) 情報収集や連絡が困難な場合は出向いて確認するよう指
示を出すことができる 

４ ３ ２ １ ０  

（53) 関係者会議の早期開催により情報収集、関係者間の共
有を図ることができる 

４ ３ ２ １ ０  
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統括保健師の災害時のコンピテンシー（実践能力）の項目内容 

と
て
も
重
要
で
あ
る 

重
要
で
あ
る 

あ
ま
り
重
要
で
な
い 

重
要
で
な
い 

該
当
し
な
い 

理由・意見があれば 

記入下さい 

＜情報の分析力＞ 

(54) 平時の保健師活動や過去の経験を活かして状況を把握
することができる 

４ ３ ２ １ ０  

(55) 被災前後の状況の差を発見することができる ４ ３ ２ １ ０  

(56) 被災前の住民の健康課題と被災後の避難生活を関連づ
けて分析することができる 

４ ３ ２ １ ０  

(57) 庁内のどの部署にどのような情報を伝えるとどの問題が
解決されるかを意識して分析することができる 

４ ３ ２ １ ０  

(58) 平時の活動での蓄積を基に地区の誰に還元したらよいか
分析することができる 

４ ３ ２ １ ０  

（59） 被災後の変化する状況に応じて重要な課題、優先的に
取り組むべき課題を見出すことができる 

４ ３ ２ １ ０  

(60) 収集した情報から支援必要量や内容を算定することができ
る 

４ ３ ２ １ ０  

(61) 健康調査等の結果から地元保健師の実施すべき活動内
容と応援保健師等支援者への依頼内容と、各々の優先順位を
分析することができる 

４ ３ ２ １ ０  

(62) 優先順位や効率性について整理し、限られた資源の中で
どれだけパフォーマンスを上げることができるか考えることが
できる 

４ ３ ２ １ ０  

(63） 調査統計、分析に地元研究機関（大学）等の活用を図るこ
とができる 

４ ３ ２ １ ０  

(64) 被災者のみならず住民全体の支援ニーズﾞを分析すること
ができる 

４ ３ ２ １ ０  

(65) 多岐にわたる複雑な問題や状況を系統的に分解し、いく
つかの解決策を見出すことができる 

４ ３ ２ １ ０  

(66) 所内会議を開催し、課題抽出と今後の活動見通しについ
て検討を進めることができる 

４ ３ ２ １ ０  

＜情報の使用・活用力＞ 

(67) 得られた正確な情報を、行政、専門家、市民など関係者間
で共有し、相互に意思疎通を図ることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(68) 情報収集結果から、NPO等の民間団体を含め必要な関係
部署への連携、調整を図ることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(69) 情報分析結果から、重点支援を要する地域を明確にし、
必要な組織体制の構築、対策の推進に活用できる 

４ ３ ２ １ ０  

(70) 応援の必要性に対して支援の授受に関与する相互の組
織の意向と目的を確認する調整を行うことができる 

４ ３ ２ １ ０  
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統括保健師の災害時のコンピテンシー（実践能力）の項目内容 

と
て
も
重
要
で
あ
る 

重
要
で
あ
る 

あ
ま
り
重
要
で
な
い 

重
要
で
な
い 

該
当
し
な
い 

理由・意見があれば 

記入下さい 

(71) 情報分析結果から必要な対策の推進のため関係部署や、
上層部への説明を行い、施策化への了解を得ることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(72) 住民に有効な情報を還元（普及啓発）できる仕組みの構築
ができる 

４ ３ ２ １ ０  

(73) 情報共有、対策検討の機会となる事業の早期再開や企画
ができる 

４ ３ ２ １ ０  

(74) 活動の経験知を継承することを目的に、実践経験の取り
まとめと、その活用ができる（報告集作成、研修会企画等） 

４ ３ ２ １ ０  

(75) 国・県・市町村の災害時の行政連絡ルートの確保と共に実
態を踏まえた連絡の新たな仕組みを創ることができる 

４ ３ ２ １ ０  

3. 計画策定と推進に関する項目 

(76) 状況変化やスピードに応じたPDCAの展開を図ることがで
きる 

４ ３ ２ １ ０  

(77) 被災の影響や格差を考慮した対策を講じることができる ４ ３ ２ １ ０  

(78) 中長期的な活動方針の検討と、活動推進のために関係機
関及び住民組織との連携、調整を図ることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(79) 想定される対策推進に必要な予算措置、事業化・施策
化のための粘り強い交渉を行うことができる 

４ ３ ２ １ ０  

(80) 通常業務再開の準備・調整と推進、被災状況や被災後の
マンパワーを考慮して事業を企画することができる 

４ ３ ２ １ ０  

(81) 派遣支援経験を活かした自組織における災害対策の強化
（マニュアル、研修など）を図ることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(82) 統括的立場の保健師の補佐を配置し、中枢機能の強化を
図ることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(83) 災害時公衆衛生対策チームのような外部の専門家チーム
を活用することより、保健活動の見通しを立てることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(84) 復興経過を見据えた対策の検討と推進ができる ４ ３ ２ １ ０  

(85) 復興期において NPO 等の民間を含め多様なネットワーク
をつくり、住民が主体となれるよう支援することができる 

４ ３ ２ １ ０  

4. 職員の健康安全管理に関する項目 

(86) 職員や支援従事者の勤務・休息などの体制を整備するこ
とができる 

４ ３ ２ １ ０  

(87) 健康管理の実施体制を整備することができる ４ ３ ２ １ ０  
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統括保健師の災害時のコンピテンシー（実践能力）の項目内容 

と
て
も
重
要
で
あ
る 

重
要
で
あ
る 

あ
ま
り
重
要
で
な
い 

重
要
で
な
い 

該
当
し
な
い 

理由・意見があれば 

記入下さい 

(88) こころのケアの個別対応と普及啓発の企画、実施ができ
る 

４ ３ ２ １ ０  

(89) 職員の健康管理に関して総務課職員との情報共有、対策
の検討と実施ができる 

４ ３ ２ １ ０  

 

項目リストの内容・構成および活用方法などについての全体意見がありましたら、記載をお願いします（自由意見） 

 
 

Ⅴ．意見調査２：災害時において統括保健師が役割を発揮する上での課題と思うことは何ですか？ 

（自由意見） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

Ⅵ．意見調査３：統括保健師の災害時の対応能力育成のために必要なことは何と思いますか？ 

１）統括保健師の災害時の対応能力を育成するために、スタッフの段階から蓄積すべき能力は何だと思いますか？ 
 （自由意見） 
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２）あなた自身、どのような場面や経験を通して、統括保健師としての災害に対する能力を高めていますか？ 
あるいはどのような場面や経験があれば、統括保健師としての災害に対する能力が身に付くと思いますか？ 

（自由意見） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
３）所属自治体（所属組織）において統括保健師としての災害に対する能力を育成するために実際行っていることや、 
役立っていると思うことは何ですか？ 

（自由意見） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

調査は以上です。ご協力ありがとうございました。 
 
返信用封筒に以下を入れて、平成29年 1月 31日（火）までに返送くださいますよう、 
お願い申し上げます。 
 
□ 本調査票 
□ 別紙（調査結果報告書の送付希望書）※送付を希望される場合 


